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１ 仙台市国土強靱化地域計画(附属資料)について 

 

仙台市国土強靱化地域計画第2章脆弱性評価結果と国土強靱化の推進方針に基づき実施する事業・取り

組みについては、進捗状況の把握や新規事業の掲載などから毎年度更新することとし、第1章から第4章

までの本体計画とは別に、この「(附属資料)仙台市国土強靱化地域計画に基づく主な事業」を別冊として

作成しました。なお、この別冊は本体計画の第5章に位置付けられ本体計画と一体を成すものです。 
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２ リスクシナリオ毎の推進事業等一覧 

 

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷

者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
耐震診断の啓
発 
(詳細 p.36) 

昭和 56 年以前に建築された建築物の耐震性の向上を図るた
めに、ホームページ等により、地震ハザードマップの公表や
各種イベント等において、耐震診断及び耐震改修の必要性に
ついて普及啓発を行います。 

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

 

2 

戸 建 木 造 住
宅、木造共同
住宅の耐震化
促進 
(詳細 p.36) 

昭和 56 年以前に建築された戸建木造住宅、木造共同住宅に
ついて、耐震診断士を派遣し、耐震診断等を行い、調査に要
する費用の一部を補助します。また、耐震診断により倒壊の
危険性があると判断された戸建木造住宅については、耐震改
修工事に要する費用の一部を補助することにより、建築物の
耐震化を促進します。 

都市整
備局 
各区 

 
住宅・
都市 

 

3 

分譲マンショ
ンの耐震化促
進 
(詳細 p.36) 

昭和 56 年以前に建築された分譲マンションを対象として、
耐震診断技術者を派遣する耐震予備診断、耐震精密診断や耐
震改修工事の費用の一部助成、相談員による助言や情報提供
等により分譲マンションの円滑な耐震化の促進を図ります。 

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

 

4 

民間大規模建
築物耐震化促
進 
(詳細 p.36) 

病院や商業施設等の不特定多数の者が利用する大規模建築物
及び昭和 56 年以前に建築された災害時に避難者の受け入れ
等が可能な一定規模以上のホテル・旅館、集会場等を対象に、
耐震診断や耐震改修工事に要する費用の一部を補助すること
により、建築物の耐震化を促進します。 

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

 

5 市街地開発 
市街地再開発事業、優良建築物等整備事業の実施等により、
市街地環境の改善および都市の防災性向上に努めます。 

都市整
備局 

1-2 
住宅・
都市 

 

6 
仙台市都心部
建替え促進助
成金 

都心部において、建替え後の用途等について要件を満たす建
替え事業に対し、助成を行うことにより、更新を促進し、都
心の機能強化と市街地環境の改善を図ります。 

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

 

7 

個別施設整備
計画に基づく
学校施設の適
正な整備およ
び維持管理 
(詳細 p.33) 

建築年次により学校施設を 4 グループに区分し、築 45 年を
超える学校施設を順次建替えることを基本とし、20 年を基本
周期とした大規模改修等を行い、機能維持と建物の長寿命化
を図る改修を計画的に進めていきます。 

教育局  
住宅・
都市 

 

8 
公共建築物等
防災対策 

市有建築物の耐震化はほぼ完了していますが、今後の大規模
な地震等の発生に備えて、耐震性能を保持するため、法定点
検等を適切に実施します。また、計画的に進めている大規模
改修にあわせて、天井脱落対策を実施していきます。 

都市整
備局 

3-2 
住宅・
都市 

老朽 
化対 
策 

9 
児童館の老朽
化対策推進 
(詳細 p.34) 

開設から相当期間を経過した児童館については計画的に大規
模改修工事を行い、施設の環境改善を図ります。 

子供未
来局 

 
住宅・
都市 

 

10 
保育所の老朽
化対策推進 

老朽化した保育所について、子どもたちにとって安全な環境
を確保するため、大規模改修による環境改善を図ります。 

子供未
来局 

 
住宅・
都市 

 

11 
私立保育所施
設整備補助 
(詳細 p.34) 

良好な保育環境の確保と多様化する保育ニーズに対応するた
め、必要な地域に私立保育所等の整備を進めます。 

子供未
来局 

 
住宅・
都市 

 

12 
障害者支援施
設等の老朽化
対策補助 

老朽化した民間の障害者支援施設等について、入所される方
等の安全な環境を確保するため、改築等への支援を行います。 

健康福
祉局 

 
住宅・
都市 

老朽
化対
策 

13 
窓ガラスの飛
散防止対策 

今後の大規模な地震等の発生に備え、公共施設の用途に応じ
た有効な飛散防止対策を行います。また、設置している飛散
防止フィルムを定期的に点検し、必要に応じて修繕等を行い
ます。 

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

 

事前に備えるべき目標：１ 直接死を最大限防ぐ 
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14 
ブロック塀等
除去促進 
(詳細 p.36) 

地震に強いまちづくりを推進するために、公道等に沿って設
けられた危険性が高いブロック塀等については、所有者に対
して周囲への注意喚起を促すとともに補助制度の活用等によ
り除却に向けた取り組みを進めます。 

都市整
備局 
各区 

7-1 
住宅・
都市 

 

15 

新設されるコ
ンクリートブ
ロック塀の安
全対策 

コンクリートブロック塀の倒壊被害の原因は、経年劣化によ
るもののほか、簡易な施工のため建築基準法等の仕様規定に
合致しないものが見受けられることから、建築主に対し構造
等安全性の周知とともに設計者や施工者への技術的基準の遵
守を求めることにより、新設されるコンクリートブロック塀
の安全性の確保を図ります。 

都市整
備局 

7-1 
住宅・
都市 

 

16 

高齢者施設の
ブロック塀改
修整備補助 
(詳細 p.34) 

高齢者施設において、安全点検の結果、劣化・損傷や、高さ
等に問題があったブロック塀の改修整備の費用補助を行い、
除却に向けた支援を進めます。 

健康福
祉局 

 
住宅・
都市 

 

17 
生垣設置の推
進 

市街化区域内において、ブロック塀を生垣へ変更する個人や
事業者へ費用の補助を行います。 

建設局 7-1 
住宅・
都市 

 

18 
家具等の転倒
防止対策の啓
発 

直下型地震においては、より激しい揺れが想定されることか
ら、家具・家電の転倒、落下による死傷者の発生を防ぐため、
各家庭や学校、事業所等に対し、様々な機会や媒体を活用し
た地震の備えや対策などの普及啓発を行います。 

危機管
理局 

 
住宅・
都市 

 

 
 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 市街地開発 
市街地再開発事業、優良建築物等整備事業の実施等により、
市街地環境の改善および都市の防災性向上に努めます。 

都市整
備局 

1-1 
住宅・
都市 

 

2 
特殊建築物等
の防災対策 

建築基準法第 12 条第 1 項に規定する特殊建築物等について、
定期報告制度、建築物防災週間における防災査察、特別防災
査察及び消防機関との連携などにより、計画的な防災指導を
行い、建築物の所有者に対し防災意識の高揚と啓発を図りま
す。 

都市整
備局 
消防局 

 住宅・
都市 

 

3 

高齢者施設、
障害者グルー
プホームへの
スプリンクラ
ー設備等整備
補助 
(詳細 p.34) 

スプリンクラー設備等を設置する事業者に対し、整備に係る
工事費等を補助し、法令の基準を満たすよう支援します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民 
連携 

4 

避 難 空 間 ( 都
市 公 園 等 ) の
確保 
(詳細 p.43) 

一時的な避難場所としての機能や火災の延焼防止機能といっ
た防災機能の充実に向け、公園整備を促進します。 

建設局  住宅・
都市 

 

5 都市緑化推進 

公共施設や街路等の公共空間における緑化を進めるほか、条
例に基づく緑化義務制度の運用や、民有地の生垣、屋上、壁
面等への緑化助成により、公民連携のもと質の高い緑化を推
進します。これら緑や自然の持つ多機能性を生かしたグリー
ンインフラにより、延焼防止や内水被害の軽減等防災上の効
果が期待できます。 

建設局  環境 
公民 
連携 

6 

指 定 避 難 所
( 学 校 グ ラ ウ
ンド)の整備 
(詳細 p.33) 

指定避難所としての機能を補完するため、市立学校のグラウ
ンドを経年劣化の状況等も踏まえて適時整備を進めていきま
す。 

教育局  
住宅・
都市 

 

7 
災害等による
出火防止対策
の啓発 

地震などの大規模災害等に起因する火災による二次災害発生
を防ぐため、市民、企業等に対する火気使用設備器具等の安
全指導や、初期消火活動の啓発を行い、大規模火災の元とな
る個々の出火の防止、延焼防止を図ります。 

消防局  防災 
教育 

 

8 
通電火災防止
対策等の啓発 

地震後の通電火災を防止するため、引き続き家具の転倒防止、
感震ブレーカー等の普及を進めるとともに、避難時における
ブレーカーの遮断、再通電時における電気機器の確認等の啓
発を図ります。 

危機管
理局 
消防局 

 防災 
教育 

 



4 

 

9 
都市ガス利用
に係る広報活
動 

平常時には、ガス局が配布する「くらしの炎」、「ガス使用
の手引き」等を利用し、地震後のガス機器の確認や取扱いに
おける注意点、マイコンメーターの復帰方法及びガス臭い場
合の緊急連絡先の広報を行います。また、緊急時には、報道
機関に協力要請し、これらの内容について報道依頼するほか、
ホームページ等も活用し緊急時の対応方法を幅広く周知しま
す。 

ガス局  
エネ 
ルギ 
ー 

 

10 
マイコンメー
ター設置 

地震等によりガス漏れがあった場合に、ガスを自動遮断する
ことで、宅地内における二次災害を防止しています。引き続
き新設時及び検定期間満了交換時に流量オーバー遮断、圧力
低下遮断並びに感震遮断の機能をもつマイコンメーターを設
置します。家庭用は完全普及に努めるとともに業務用におい
ても可能な限り普及の促進を図ります。 

ガス局  消防  

11 
消防署所及び
消防車両等の
整備 

消防署所の老朽化の状況を踏まえた大規模改修により機能強
化と執務環境の改善を図るとともに、計画的な維持管理によ
る消防活動体制の充実強化を図ります。 
また、消防車両及び高規格救急車や車両維持管理備品の購入、
はしご付自動車等の特殊装置保守点検等を計画的に行いま
す。 

消防局  消防  

12 
緊急消防援助
隊関係車両等
の増強 

救助工作車Ⅲ型及び高度救助資機材、特殊災害対応車及びテ
ロ対策用資機材等を配備しています。今後、救助工作車Ⅱ型、
水槽付消防ポンプ自動車、高規格救急車など関係車両等の更
新を行います。 

消防局  消防  

13 
 

消防団充実強
化 

入団促進及び団員の活動環境整備のため、「消防団活性化五
ヶ年計画(令和 3～7 年度)」に基づき、消防団ロゴマークを導
入するほか、消防団協力事業所表示制度の推進を図ります。 
また、災害対応力を強化するため、安全装備や災害対応用資
機材の配備に加え、職員と合同での実火災体験型訓練を行い
ます。 

消防局 
2-3 
2-8 

消防  

14 
消防水利施設
整備 

耐震性のある防火水槽の整備を計画的に進めるとともに、既
存水槽の維持管理を継続します。 

消防局  消防  
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1-3 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 

津波減災施設
の 整 備 ( 海 岸
堤防、防潮堤、
海岸防災林) 

海岸堤防、防潮堤、海岸防災林を整備します。また、高潮、
波浪等の災害から防御するため、堤防等の適切な維持管理を
行います。 

経済局 
建設局 

7-2 
地域 
保全 

 

2 

津波避難広報
体 制 ( 津 波 情
報伝達システ
ム等) 

◆津波情報伝達システムの整備・運用 
気象庁から津波警報等が発表された場合、防災行政用無線を
活用して沿岸部等に設置した屋外拡声装置等からサイレンや
音声で津波避難情報を一斉に伝達します。 
◆報道機関との連携 
「災害時における放送(協力)要請に関する協定」に基づきラ
ジオ・テレビ等による避難情報等を放送します。 
◆杜の都防災メール 
災害情報や避難情報等を電子メールにより提供する「杜の都
防災メール」により津波に関する情報を配信します。 
◆緊急速報メール 
津波警報等が発表された場合に、避難指示(緊急)を迅速に伝
達するため、携帯電話等へ緊急速報メールを配信します。 
◆ＳＮＳ(ツイッター) 
ＳＮＳ(ツイッター)により津波情報や避難指示(緊急)などの
情報を配信します。 
◆仙台市避難情報ウェブサイト 
避難指示(緊急）や最寄りの避難所をホームページに掲載しま
す。 
◆ヘリコプター、消防車両及び区広報車による巡回広報 
ヘリコプターによる上空からの広報、消防車両及び広報車に
より、避難指示(緊急)の巡回広報を行います。 
◆町内会等への連絡 
各区から、避難対象区域内の町内会長等に電話連絡による情
報を伝達します。 

危機管
理局 
消防局 
各区 

4-2 
情報 
通信 

 

3 
津波避難広報
の強化 
(詳細 p.33) 

海岸公園の整備等により地域外からの来訪者の増加が見込ま
れる東部沿岸地域において、事業従事者や来訪者等の安全と
安心を確保するため、津波避難広報ドローンを整備し津波の
避難広報体制の強化を図る取り組みを進めます。 

危機管
理局 

4-2 
情報 
通信 

 

4 
津波浸水区域
における住宅
再建支援 

津波により被災した東部地域において、津波防災施設整備後
もなお浸水被害が予測される区域(災害危険区域を除く)を対
象に、安全な地域への移転や現地における津波宅地防災対策
による住宅再建を促進するための支援を行います。 

都市整
備局 

 土地 
利用 

 

5 
東部復興道路
整備 

津波からの減災を図るため、県道塩釜亘理線等のかさ上げを
行い、堤防機能を付加しました。また、「津波避難施設の整
備に関する基本的考え方」に基づき、避難道路・避難経路の
整備を進めました。 

建設局  地域 
保全 

 

6 海岸公園整備 

復興のシンボルにふさわしい公園として、施設の復旧を進め
るとともに、避難の丘をはじめとした防災機能を追加するな
ど、防災の視点や自然環境に配慮した整備を行いました。平
成 30 年 7 月には、井土地区に冒険広場・馬術場が完成し、
全面利用が再開しています。 

建設局  土地 
利用 

 

7 
東部地域移転
跡地利活用推
進 

沿岸部の災害危険区域内において防災集団移転促進事業によ
り本市が買い取った土地(集団移転跡地)については、市民や
事業者に土地を貸与し、民間の自由な発想を活かしながら、
多くの方々が訪れる土地利用に向け、平成 29 年度より集団
移転跡地の利活用を希望する事業者の募集を行ってきまし
た。利活用事業の開始により、地域外からの来訪者が見込ま
れることから、来訪者や利活用事業者の従業員等の安全と安
心を確保するため、各事業者の避難計画や避難訓練などの適
切な運用を推進します。 

都市整
備局 

 土地 
利用 

公民
連携 
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8 
蒲生北部地区
復興再整備 

防災集団移転促進事業後の跡地について、住宅跡地と業務地
が混在していることから、業務系土地利用にふさわしい都市
基盤の再整備と土地の整理集約を図り、蒲生北部において土
地区画整理事業を行っています。 

都市整
備局 

 土地 
利用 

 

9 
津波避難エリ
アの設定 

津波が発生した場合に避難を要する区域として「津波避難エ
リア」を設定しています。「津波避難エリアⅠ」は、大津波
警報及び津波警報が発表された場合に「避難指示(緊急)」を
発令し、避難を要する区域とし、「津波避難エリアⅡ」は、
大津波警報が発表された場合に「避難指示(緊急)」を発令し、
避難を要する区域としています。 

危機管
理局 

 地域 
保全 

 

10 
津波からの避
難の手引き作
成 

津波の危険がある区域と避難場所、速やかな避難のために必
要な事項をまとめた「津波からの避難の手引き(暫定版)」を
作成し、市民への周知を行います。津波避難施設の見学を通
じ、津波からの避難や備えについて市民へ普及啓発を図りま
す。 

危機管
理局 

 防災
教育 

リスク
コミュ

ニケー
ション 

11 
地域の津波避
難計画作成・
訓練等支援 

津波から円滑に避難するための備えとして、津波浸水想定区
域内の町内会による避難計画作成や避難訓練実施を支援して
います。津波避難施設を利用した避難訓練を実施するほか、
避難計画づくりの支援を行います。 

危機管
理局 

 防災 
教育 

リスク

コミュ
ニケー
ション 

 
 

1-4 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水、暴風雪や豪雪等による多数の死傷者の発生 

 

№ 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
浸水対策 
(詳細 p.43) 

市街化区域を対象に、10 年に１回程度の大雨に対応した施設
整備を原則としており、浸水実績や浸水シミュレーションに
基づき、浸水リスクの高い地域を優先的にハード対策を進め
ます。また、自助・共助に資するソフト対策の充実を図り、
ハード・ソフトの総合的な浸水対策を進めます。仙台駅西口
地区については、令和元年度より新たな雨水管路の整備に着
手しています。整備完了(令和 8 年度以降予定)後は、仙台駅
西口地区の排水能力が大幅に増強されることから、浸水被害
の軽減が期待できます。 

建設局  住宅・
都市 

 

2 
河川改修 
(詳細 p.42) 

水害を未然に防止するための治水事業として、都市基盤河川
及び準用河川の改修を行い、より一層の治水安全度を図りま
す。 

建設局  地域 
保全 

 

3 
洪水・土砂災
害警戒避難体
制の整備 

洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域等を示すハザードマッ
プを作成し、市民に災害の発生する危険性のある区域、日頃
からの備え、情報等の入手方法、避難上の留意事項を周知す
ることによって、水害・土砂災害発生時の被害の軽減を図り
ます。また、市民向けに防災啓発冊子を作成し、地域説明会
等を通じ周知啓発を行います。 

危機管
理局 

 防災 
教育 

リスク

コミュ
ニケー
ション 

4 
除雪体制の確
保 
(詳細 p.36) 

冬期道路交通確保に向けて仙台市道路除雪計画に基づく適切
な除雪を推進します。また、除雪機械の更新等を行い安定的
な除雪体制を確保します。 

建設局 
2-2 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

 

5 
大雪・豪雪対
策(詳細 p.36) 

大雪による災害(市民生活に重大な影響を及ぼす大雪、人的被
害の可能性がある雪崩等)に対する応急対策及び交通確保対
策については、豪雪災害の状況により必要がある場合は、災
害警戒本部体制等所要の組織体制をもって対応します。 

危機管
理局 
建設局 

 交通・
物流 

 

6 
水防資器材の
整備 

集中豪雨や台風による水害被害を軽減するため、「仙台市水
防計画」に基づく、水防倉庫を設置し、水防資器材を整備し
ます。 

消防局  消防  
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7 
屋外広告物等
落下物対策 

ビルや屋外広告物の管理者、関係業界等に対して、落下物防
止に向けた維持管理の重要性について、様々な機会を利用し
た啓発を継続し、意識向上を図ります。業務委託による市内
中心部等の目視点検を実施し、所有者等の協力を得られた広
告物は詳細点検を実施します。また、市ホームページや屋外
広告物講習会において継続的に安全点検の重要性等について
の周知を図ります。 

都市整
備局 

7-1 
住宅・
都市 

 

8 
街路樹マネジ
メント 

植栽後 3 年未満のものは必要に応じて支柱の補強等を、また
ニセアカシアなど浅根性で強風の被害を受けやすいものは剪
定により枝葉を落とし、風の影響を軽減します。根腐れ、幹
の腐朽などにより、倒木の危険があるものは伐採・更新を行
います。また自然環境が有する多様な機能(グリーンインフ
ラ)を活用したみどり空間の整備を図ります。 

建設局 7-1 
住宅・
都市 

 

9 
脱炭素都市づ
くり推進  

事業者との連携による温室効果ガス削減アクションプログラ
ムの推進、住宅の断熱化や家電の買い替えの促進等により、
温室効果ガスの排出削減を進めるとともに、気候変動への適
応の重要性などに関する周知啓発や気候変動の影響に応じた
各種施策を推進します。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

公民
連携 

10 
せんだいＥ－
Ａｃｔｉｏｎ 

地球温暖化の防止に向けて行動する人を育てるため、省エネ・
創エネ・蓄エネの「３Ｅ」啓発を中心として、市民・事業者・
行政などの協働により取り組む「せんだいＥ－Ａｃｔｉｏｎ」
の事業を推進し、市民一人ひとりによる環境負荷の少ない行
動の普及啓発を継続・拡充し、持続可能な社会を実現する市
民力の向上を図ります。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

 

11 
公共施設にお
ける低炭素化
推進 

本市独自の環境マネジメントシステムである「仙台市環境行
動計画」に基づき、公共施設において、建築物の断熱化や高
効率機器などの低炭素化技術を積極的に導入するとともに、
職員が省エネなどの環境行動に率先して取り組むことで、温
室効果ガスの排出とエネルギーコストの削減に繋げます。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

 

12 
電源・通信手
段の確保 

停電対策として配備しているＬＰガス式発電機について、浸
水想定区域にある指定避難所の施設管理者へ、備蓄物資の保
管を２階以上にすることを検討するよう依頼しています。ま
た、通信手段の確保として、令和２年度に通信エリアが広く、
携帯性に優れたＩＰ無線の配備を行います。 

危機管
理局 

 住宅・
都市 

 

13 

グリーンイン
フラを活用し
た公園整備 
(詳細 p.43) 

雨水浸透や貯留機能の確保に向け、自然環境が有する多様な
機能(グリーンインフラ)を活用した浸水対策に資する公園整
備を進めます。 

建設局  住宅・
都市 

 

 
 
 

1-5 大規模な火山噴火・土砂災害(深層崩壊)等による多数の死傷者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 火山噴火対策 

蔵王山が噴火した場合、風向きによっては降灰が本市に到達
し、市民生活に影響する可能性もあるため、関係機関とも連
携し、その事前対策や発生時の対応等について調査を進めま
す。 

危機管
理局 

 住宅・
都市 

  

2 
造成宅地滑動
崩落防止施設
の保全  

東日本大震災により被害を受けた宅地の復旧事業にて設置し
た滑動崩落防止施設については、当該施設周辺で行われる行
為に対し、滑動崩落防止施設の保全条例に基づき、適切な指
導及び助言を行い施設の保全を図ります。また、点検実施基
準・要領に基づき、滑動崩落防止施設の適切な維持管理に努
めます。 

都市整
備局 

 住宅・
都市 
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3 
擁壁等の崩壊
による宅地災
害の予防 

宅地造成に伴うがけ崩れや土砂の流出、老朽化擁壁の崩壊な
どによる宅地災害を防止するため、宅地造成等規制法に基づ
く規制や指導を行うとともに、宅地造成履歴等の情報提供な
どに努めます。 
◆宅地造成等規制法に基づく宅地造成工事の規制 
宅地造成工事規制区域で行われる宅地造成工事については、
宅地造成等規制法に基づく技術基準を適用させることによっ
て宅地災害の防止に努めます。 
◆宅地造成履歴等情報マップの公表 
宅地造成の履歴と切土･盛土の区分など、宅地情報をまとめた
仙台市宅地造成履歴等情報マップを広く市民に公表していま
す。また、大規模盛土造成地の情報を整理し、区域ごとの宅
地カルテ作成に取り組みます。 
◆パトロール活動等の実施 
宅地造成工事規制区域内の宅地を対象にしたパトロールの実
施や老朽化した擁壁等に関する個別相談などを行い、宅地防
災に努めます。  

都市整
備局 

 
住宅・
都市 

  

4 

土石流、がけ
崩れ、地すべ
り、急傾斜地
の崩壊等によ
る土砂災害の
予防 

宮城県が指定した土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域
等に関することのほか、ハザードマップや警戒避難体制の整
備などのソフト対策を充実させます。また、県が事業主体と
なる土砂三法(砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地法)に基
づくハード対策について、地域との連絡調整等を行います。 
◆土砂災害危険地マップ等の活用 
土砂災害に関する問合せや相談、法指定区域の確認等に活用
できるよう、仙台市ホームページなどにおいて、土砂災害に
注意が必要な箇所を周知していきます。 
◆パトロール活動等の実施 
毎年 6 月の土砂災害防止月間に、県、市及び防災関係機関と
の合同パトロールを実施し、土砂災害危険箇所等の点検や周
辺住民への広報活動等を行い、防災意識の向上に努めます。 
◆急傾斜地崩壊対策事業等 
宮城県が事業主体となって、がけ崩れなどの対策工事等を行
う際に、県と連携して現地調査や地域との連絡調整等を行い
ます。 

都市整
備局 

7-2 
(一部) 

住宅・
都市 

  

5 
急傾斜地の土
砂災害の予防
(公園緑地) 

公園緑地における急傾斜地については、調査・点検等を実施
し異常の早期発見に努め、調査の結果に基づき必要に応じ安
全対策を進め、被害の軽減を図ります。 

建設局  住宅・
都市 

  

6 

高齢者施設の
防災改修等補
助 
(詳細 p.34) 

土砂災害の恐れがある高齢者施設に対し、防災対策上必要な
補強改修工事や避難経路などの整備に係る費用の補助を行
い、防災対策を支援します。 

健康福
祉局 

 
住宅・
都市 
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2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の停止 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 

災害時用備蓄
( 食 料 ・ 飲 料
水・備蓄倉庫
等)の推進  

食料(クラッカー、調理不要食、アルファ米等)及び飲料水を
指定避難所、補助避難所等に、粉ミルクを区役所・総合支所
に備蓄しています。校舎内に備蓄スペースを確保できない市
立小中高等学校については、防災備蓄倉庫の整備を検討しま
す。また、備蓄の品目、アレルギー対応率向上及び備蓄物資
の維持管理方法等の検討を行います。 

危機管
理局 

5-4 消防   

2 
家庭内備蓄の
推進 

各家庭では一週間分の食料、飲料水、最低限の生活物資及び
医薬品等を事前に準備しておくことが重要なため、家庭内備
蓄の推進、啓発を行います。 

危機管
理局 

5-4 
防災
教育 

  

3 
災害応急用井
戸 

災害が発生して水道水の供給が停止したときに、井戸水を雑
用水として近所の方に提供いただく「災害応急用井戸」の登
録を進めます。登録情報の更新、新規登録井戸の募集及び表
示プレートの作成を行います。 

環境局  住宅・
都市 

  

4 
災害時給水施
設整備 

指定避難所となる市立中・高等学校に災害時給水栓(地上型)
の整備を図ります。また、災害時給水栓(地上型)の操作方法
を、より多くの方々に周知します。 

水道局  住宅・
都市 

  

5 
食料及び生活
必需品の安定
供給の確保等 

被災者に対して、食料及び生活物資の供給を円滑に実施し、
市民生活の安定を図るため、各種団体・業者と流通在庫品の
供給協力に関する協定等を締結するとともに、定期的に協定
先の連絡担当者と情報交換を行い、その安定供給の確保に努
めます。 

経済局 5-4 
交通・
物流 

公民
連携 

6 

緊急輸送によ
る物資・資機
材の確保及び
輸送等 

あらかじめ緊急輸送に必要なトラック等の確保を行うととも
に、災害時応援協定締結団体と物資の集配拠点・配送システ
ムの構築や緊急通行車両確保等について情報交換等を行いま
す。 

経済局  交通・
物流 

公民
連携 

7 
物資集配拠点
の整備 

災害時は、「仙台市物資集配拠点運営マニュアル」により生
活物資・食料等の物資を効率的に配分し、物資の在庫管理・
入出庫・配送を一元的に行います。また、物資集配拠点の効
率的運営及び集配業務の円滑な実施のため、物資集配拠点に
おける仕分け業務及び各避難所への配送等について、専門的
な知識・技能を有する民間運送事業者との協定等により、物
資供給体制を整備します。 

危機管
理局 
経済局 

5-4 
交通・
物流 

公民
連携 

8 

緊急輸送道路
沿道建築物耐
震化促進 
(詳細 p.36) 

地震発生後の救急・医療活動等に必要な人員等を輸送する道
路としての機能を担う緊急輸送道路について、建物などの倒
壊等により道路の機能が失われないように、沿道建築物の耐
震診断に要する費用の一部を補助することにより、建築物の
耐震化を促進します。 

都市整
備局 

7-1 
交通・
物流 

  

9 
路面下空洞対
策 
(詳細 p.37) 

路面下空洞に起因する道路陥没被害を未然に防止するため、
緊急輸送道路や幹線道路を中心に、路面下空洞調査を実施し
ます。空洞発生の主な原因は、路面下に埋設されている上下
水道管をはじめとするライフラインの老朽化であることか
ら、各施設管理者と情報を共有しながら、調査と対策を実施
します。 

建設局 7-1 
交通・
物流 

  

10 
無電柱化推進
(詳細 p.37) 

地震や台風など、大規模な災害による電柱の倒壊等を防止し、
道路の輸送機能の確保や救助活動の円滑な実施を図るため、
緊急輸送道路等における無電柱化を推進します。 

建設局 
2-5 
5-3 
7-1 

交通・
物流 

  

11 
道路新設改良
(詳細 p.37) 

市民生活の基盤となる地域の生活道路等について、発災時に
おいても安全に通行できるように交通安全対策や道路改良等
を実施します。 

建設局 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

事前に備えるべき目標：２ 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活 

環境を確実に確保する 
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12 
橋りょう震災
対策 
(詳細 p.38) 

緊急時における重要な路線(緊急輸送道路等)の交通を確保す
るため、当該路線の橋りょうについての耐震性を向上させ、
安全性・信頼性を確保するための対策を行います。 

建設局 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

13 
道路施設長寿
命化修繕 
(詳細 p.38) 

災害時における円滑な移動を確保するため、各道路施設の長
寿命化修繕計画に基づき、計画的かつ予防保全的な修繕等を
行います。5 年に 1 度点検を行い、要対策施設については、
順次、修繕工事を実施します。 

建設局 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

老朽
化対
策 

14 
道路防災対策
(詳細 p.41) 

市民の生活に不可欠な道路の安全な通行を確保するため、緊
急輸送道路や幹線道路を中心に、法面対策及び路面下空洞対
策を行います。 

建設局 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

15 
燃料の流通停
止の備え 

大規模な災害が発生した場合は、物流の停止や小売店の被災
等により、ガソリンや灯油等の燃料も入手困難になる場合が
あるため、市民や企業が、災害時の状況を想定し、各々で災
害時に必要となる燃料の確保、備蓄を行う自助の取り組みを
啓発します。 

危機管
理局 

6-1 
防災
教育 

  

16 
交通ネットワ
ークの整備 
(詳細 p.42) 

災害時における救命救助や物資輸送などのルートが確保でき
るよう骨格幹線道路網等の整備の推進を図ります。また、ネ
ットワークの確保に向けて国、県、市それぞれの道路管理者
が連携を図ります。 

建設局 
2-5 
5-3 
7-1 

交通・
物流 

 

 
 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
孤立地域の救
援・救助 

山間部の土砂災害等による道路の途絶等に起因する孤立地域
や内水氾濫や河川氾濫等による低地での住民等の孤立が発生
した場合、市災害対策本部、国、県等の関係機関が協力しな
がら、消防による救助活動や自衛隊等への要請を行い迅速な
救援・救助が行われるよう、平時から関係機関の連携を進め
ます。 

危機管
理局 
消防局 

 行政
機能 

  

2 

災害による孤
立回避のため
の 道 路 整 備
(詳細 p.42) 

地域における災害時の避難(支援)ルートが 1 カ所しかなく、
そのルートが被災により寸断される可能性が高い箇所におい
ては、複数の避難(支援)ルートを確保し地域の孤立を回避す
るため、代替道路整備の検討を進めていきます。 

建設局  交通・
物流 

  

3 
除雪体制の確
保 
(詳細 p.36) 

冬期道路交通確保に向けて仙台市道路除雪計画に基づく適切
な除雪を推進します。また、除雪機械の更新等を行い安定的
な除雪体制を確保します。 

建設局 
1-4 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

 
 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
地域における
防災力の向上 

地域の防災力の持続的な向上のため、引き続き行政の防災体
制整備と合わせて、消防団のほか町内会を中心とする自主防
災組織や婦人防火クラブなどの関係団体がそれぞれの地域特
性や実情を踏まえて互いに連携し防災に取り組める環境を整
備します。 

危機管
理局 
消防局 

2-8 
防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

2 

コミュニティ
防災センター
及び簡易型防
災資機材倉庫
の整備 

小学校区に１カ所程度整備するものとし、市民センター、コ
ミュニティ・センター等の建設又は増改築にあわせて逐次そ
の整備を進め、未整備地区の解消を図ります。また、コミュ
ニティ防災センターの未整備地区については、整備されるま
での措置として簡易型防災資機材倉庫を設置します。 

危機管 
理局 

 消防  

3 
消防団活動拠
点等整備 

消防団活動の拠点となるコミュニティ消防センターの整備、
各種災害対応や広報等の各種活動のための小型動力ポンプ付
積載車を配備することにより効果的な消防活動の実施を図り
ます。 

消防局  消防  



11 

 

4 
消防団充実強
化 

入団促進及び団員の活動環境整備のため、「消防団活性化五
ヶ年計画(令和 3～7 年度)」に基づき、消防団ロゴマークを導
入するほか、消防団協力事業所表示制度の推進を図ります。 
また、災害対応力を強化するため、安全装備や災害対応用資
機材の配備に加え、職員と合同での実火災体験型訓練を行い
ます。 

消防局 
1-2 
2-8 

消防  

5 
仙台市消防団
協力事業所表
示制度 

被雇用者（いわゆるサラリーマン）の消防団員の割合が年々
高まる中、消防団員の確保等には事業所等との協力体制が不
可欠なため、仙台市の消防団に対して、協力していると認め
られる事業所等に対し、地域における社会貢献の証として、
表示証及び認定証を交付します。また、制度概要や優遇措置
など積極的な広報を行い制度の推進を図ります。 

消防局  消防  

6 
仙台市災害時
消防支援協力
員の養成 

大規模地震発生時に消防機関が行う業務の支援活動を行うこ
とを目的に、登録を行った仙台市災害時消防支援協力員(仙台
市消防職員ＯＢ)に対し、定期的に研修を実施するなど体制の
充実を図ります。 

消防局  消防 
人材
育成 

7 
応援協力に関
する協定等 

災害が発生し、被害が甚大かつ広範囲に及ぶ場合、本市のみ
での各種応急対策の実施は困難であるため、あらかじめ関係
団体と応援協力協定を締結するなど応援体制の構築に努めま
す。 

危機管
理局 
関係部
局 

 行政
機能 

  

8 
応急手当普及
啓発 

救命効果の向上には、救急隊が到着するまでの間に、救急現
場に居合わせた市民が人工呼吸や胸骨圧迫などの心肺蘇生法
を的確に実施できることが重要であることから、市民に対す
る応急手当の普及啓発を積極的に推進します。 

消防局  
保健 
医療・
福祉 

人材
育成 

9 
応急手当協力
事業所表示制
度 

事業所近隣で発生した傷病者に対し、従業員や市民等が事業
所に設置されたＡＥＤを持って駆け付け、救急車が到着する
までの間、応急手当を実施し救命効果の向上を図ることを目
的とした「応急手当協力事業所表示制度(杜の都ハートエイ
ド)」を推進します。 

消防局  
保健 
医療・
福祉 

  

10 

医 療 救 護 班
( Ｄ Ｍ Ａ Ｔ 含
む ) の 派 遣 要
請 

災害時に宮城県へ医療救護班(ＤＭＡＴ含む)の要請を行うた
め、災害拠点病院連絡会議・宮城ＤＭＡＴ連絡協議会合同会
議や宮城県災害医療コーディネーター意見交換会などに参加
することにより、平時から宮城県との連携を強化します。 

健康福
祉局 

2-5 
保健 
医療・
福祉 

  

11 

防災関係機関
との「顔の見
える関係」の
構築 

防災関係機関との間で「顔の見える関係」を構築し、円滑な

連携の下で効率的な災害対応体制を構築するため、仙台市総

合防災訓練や津波避難訓練などを通じ、自衛隊、警察、海保、

ライフライン関係機関、災害物資供給･輸送その他応援協定締

結団体等による連携訓練などを行います。 

危機管
理局 

3-1 
行政
機能 

 

 
 

2-4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生、混乱 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
帰宅困難者対
策  
(詳細 p.43) 

震災時の課題を踏まえ、企業などに一斉帰宅を抑制するため
の啓発などを行います。仙台駅・長町駅周辺については帰宅
困難者一時滞在場所の運営支援及び一斉帰宅の抑制の啓発、
より実効性のある対応訓練を実施するとともに、平時から発
災後数時間までの仙台駅・長町駅それぞれの周辺における事
業者の共助による取り組みを示した「帰宅困難者対応指針」
に基づく実動訓練を、泉中央駅周辺については、関係団体間
での情報伝達訓練を行います。 

危機管
理局 
都市整
備局 

 住宅・
都市 

公民
連携 

2 
旅行客への対
策 

観光客の帰宅困難者に、一時的な宿泊場所等の必要な情報の
提供を行う体制について、観光関連機関と連携し整備に努め
ます。宿泊施設等からの効率的な情報の受発信を検討します。 

文化観 
光局 

 住宅・
都市 

公民
連携 

3 
帰宅支援とな
る公園整備 
(詳細 p.43) 

公園緑地が安全で安心な緊急退避場所及び一時滞在場所とな
るよう整備・再整備を行います。 

建設局  住宅・
都市 
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2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能

の麻痺 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
災害医療体制
整備 

災害時の医療救護活動を迅速・的確に行うため、仙台市医師
会をはじめとした医療関係団体と災害時医療連絡調整本部を
設置し、関係団体とは毎年、災害発生時の医療救護活動の具
体的なルールや手順を協議するとともに、参集訓練等を実施
します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民
連携 

2 
医師等による
救急現場活動
体制の充実 

救急現場において、医師による救命処置が直ちに開始できる
よう、高度処置救急隊や消防ヘリコプター医師同乗システム
の運用や救急活動支援医療チームと連携を図っていきます。 

消防局  
保健 
医療・
福祉 

  

3 

医 療 救 護 班
( Ｄ Ｍ Ａ Ｔ 含
む ) の 派 遣 要
請 

災害時に宮城県へ医療救護班(ＤＭＡＴ含む)の要請を行うた
め、災害拠点病院連絡会議・宮城ＤＭＡＴ連絡協議会合同会
議や宮城県災害医療コーディネーター意見交換会などに参加
することにより、平時から宮城県との連携を強化します。 

健康福
祉局 

2-3 
保健 
医療・
福祉 

  

4 
交通ネットワ
ー ク の 整 備
(詳細 p.42) 

災害時における救命救助や物資輸送などのルートが確保でき
るよう骨格幹線道路網等の整備の推進を図ります。また、ネ
ットワークの確保に向けて国、県、市それぞれの道路管理者
が連携を図ります。 

建設局 
2-1 
5-3 
7-1 

交通・
物流 

  

5 
道路新設改良
(詳細 p.37) 

市民生活の基盤となる地域の生活道路等について、発災時に
おいても安全に通行できるように交通安全対策や道路改良等
を実施します。 

建設局 
2-1 
5-3 

交通・
物流 

  

6 
道路防災対策
(詳細 p.41) 

市民の生活に不可欠な道路の安全な通行を確保するため、緊
急輸送道路や幹線道路を中心に、法面対策及び路面下空洞対
策を行います。 

建設局 
2-1 
5-3 

交通・
物流 

  

7 
橋りょう震災
対策 
(詳細 p.38) 

緊急時における重要な路線(緊急輸送道路等)の交通を確保す
るため、当該路線の橋りょうについての耐震性を向上させ、
安全性・信頼性を確保するための対策を行います。 

建設局 
2-1 
5-3 

交通・
物流 

  

8 
道路施設長寿
命化修繕 
(詳細 p.38) 

災害時における円滑な移動を確保するため、各道路施設の長
寿命化修繕計画に基づき、計画的かつ予防保全的な修繕等を
行います。5 年に 1 度点検を行い、要対策施設については、
順次、修繕工事を実施します。 

建設局 
2-1 
5-3 

交通・
物流 

老朽
化対
策 

9 
無電柱化推進
(詳細 p.37) 

地震や台風など、大規模な災害による電柱の倒壊等を防止し、
道路の輸送機能の確保や救助活動の円滑な実施を図るため、
緊急輸送道路等における無電柱化を推進します。 

建設局 
2-1 
5-3 
7-1 

交通・
物流 

  

10 
除雪体制の確
保 
(詳細 p.36) 

冬期道路交通確保に向けて仙台市道路除雪計画に基づく適切
な除雪を推進します。また、除雪機械の更新等を行い安定的
な除雪体制を確保します。 

建設局 
1-4 
2-2 
5-3 

交通・
物流 

  

11 
災害拠点病院
などへの管路
耐震化 

災害拠点病院等までの配水支管を耐震化し、災害時の給水を
確保します。 

水道局  
保健 
医療・
福祉 

  

 
 

2-6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 感染症対策 

災害発生時には、様々な要因が重なり、感染症発生のリスク
が大きくなることから、市民一人ひとりが適切な感染予防対
策をとり、必要な医療が提供されることが重要であるため、
予防接種の勧奨を含めた市民啓発および感染症医療体制の確
保に向けた対策を実施します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 
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2 
避難所おける
感染症対策 

避難所における感染症の発生・拡大を予防するため、避難所
運営マニュアルにおいて、避難所のレイアウトや避難者の受
け入れ方法等を示すとともに、飛沫防止のためのパーティシ
ョンや消毒・衛生用品及び避難者受付を行う際に必要となる
物品等の備蓄を行います。 

危機管
理局 

 
保健 
医療・
福祉 

 

3 
食品・飲用水
の安全確保 

災害によって不衛生な食品や飲用水が供給されないよう事業
者等への必要な監視指導を行うほか、避難所における食中毒
防止のための助言を行います。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

  

4 
災害に伴う防
疫対策 

大雨による水害時に、浸水等で消毒が必要となった世帯へ消
毒薬剤配布等を行い、被災地の生活環境を確保します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

  

5 
家畜伝染病の
予防 

災害によって発生する家畜伝染病の予防に重点を置き、関係
機関・団体と連携して防疫指導等に努めます。 

経済局  農林
水産 

  

 
 

2-7 不十分な避難生活環境、健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
避難所運営体
制の整備 

各指定避難所には、地域の実情に合わせた地域版避難所運営
マニュアルが整備され、これに基づき避難所が運営されます
が、このマニュアルの内容を充実させるため、防災訓練や近
年の災害事例などからの気付きや課題について避難所運営委
員会で検討し、それぞれの地域で必要な手順等の見直しを行
います。 

危機管
理局 

5-4 
住宅・
都市 

公民
連携 

2 
避難所等にお
ける備蓄物資
の整備 

災害時、避難生活の拠点となる指定避難所及び補助避難所等
において緊急に必要となる物資の備蓄を行います。また、備
蓄物資のうち、使用期限があるもの(食料、飲料水、使い捨て
カイロ、衛生用品等)が期限切れとならないよう定期的に更新
し、非常時に即応できるようにします。 

危機管
理局 

5-4 消防  

3 
災害時要援護
者情報登録制
度 

大規模災害発生時は、要援護者自身による備えのほか、町内
会や民生委員等が中心となった地域の助け合いが重要となる
ため、災害時要援護者避難支援プランに基づく災害時要援護
者情報登録制度において、地域における支援体制づくりの推
進を目的として、本人から市に申し出のあった方を災害時要
援護者として登録し、その情報を町内会や民生委員、地域包
括支援センター、地区社会福祉協議会に提供します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

 

4 
男女共同参画
の視点の取り
組み 

仙台市避難所運営マニュアルに、避難所にいる全員が世代や
性別に関係なく相互に連携して各種活動を実施すること、避
難所運営委員には女性も入れて意見の反映を行うこと、各種
活動において性別等によるニーズの違いやプライバシーへの
配慮が行われるよう調整することなどを明記し、男女共同参
画の視点を取り入れた各地域での避難所運営を推進します。 

危機管
理局 
市民局 

 防災
教育 

人材
育成 

5 
災害時用公衆
電 話 ( 特 設 公
衆)設置 

避難者が家族の安否確認等を行う通信手段として、指定避難
所等へ配線及び端子箱等を事前設置するとともに、電話機、
屋内配線を配備します。 

危機管
理局 

 住宅・
都市 

公民
連携 

6 
災害用簡易組
立トイレ整備 

指定避難所に災害用簡易組立トイレを 5 基ずつ備蓄し、避難
所担当職員を対象とした組立訓練も行います。 

環境局  環境   

7 
市立学校への
空調設備設置 

市立学校の普通教室等に空調設備を設置し、児童生徒の学習
環境の整備と非常災害時における地域住民の避難場所として
の機能向上を図ります。 

教育局  住宅・
都市 

  

8 

市立学校のト
イレ洋式化お
よびひろびろ
トイレ設置 
(詳細 p.33) 

避難所となる屋内運動場トイレにひろびろトイレを設置する
改修設計・工事を平成 28 年度から実施しています。 

教育局  
住宅・
都市 
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9 
福祉避難所の
機能強化 

多様な福祉施設や看護師養成施設と福祉避難所の開設に関す
る協定を締結し、その円滑な運営が可能となるよう施設への
物資の備蓄や非常用発電機等の整備を行います。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

  

10 
防災対応型太
陽光発電シス
テム整備 

災害時における自立的な電源の確保と、平常時の二酸化炭素
排出量の削減を図るため、市内の指定避難所等に太陽光発電
と蓄電池を組み合わせた防災対応型太陽光発電システムを整
備します。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

  

 
 

2-8 市民や企業、地域団体等の自助・共助が上手く機能せず、地域防災力が著しく低下する事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
地域における
防災力の向上 

地域の防災力の持続的な向上のため、引き続き行政の防災体
制整備と合わせて、消防団のほか町内会を中心とする自主防
災組織や婦人防火クラブなどの関係団体がそれぞれの地域特
性や実情を踏まえて互いに連携し防災に取り組める環境を整
備します。 

危機管
理局 
消防局 

2-3 
防災
教育 

リスク

コミュ
ニケー
ション 

2 
地域コミュニ
ティの強化 

地域防災力の維持、向上には、地域コミュニティの強化が重
要であるため、市民が安心して地域生活を営む基盤となる、
町内会をはじめとする地域団体が継続して活動できる環境づ
くりとして、参加啓発や人材の発掘・育成、住民意識の醸成
等の取り組みを進めます。 

市民局  防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

3 
婦人防火クラ
ブ活動の充実 

住宅火災の防止対策の一翼を担う婦人防火クラブについて、
防火防災訓練や、防火に関する研修への参加を促し、一層の
活動の充実を図ります。 

消防局  防災
教育 

リスク
コミュ

ニケー
ション 

4 
仙台市地域防
災リーダーの
養成支援 

平成 24 年度から令和元年度までの 8 年間で 890 名が仙台市
地域防災リーダー(ＳＢＬ)となり、地域性を考慮した防災計
画づくりや防災訓練等の企画・実践等に取り組んでいます。
今後も、活動支援のためのバックアップ講習会を開催し、個
人の知識・技能の向上とあわせ、ＳＢＬ同士の連携強化を図
ります。また、防災に対する男女共同参画の重要性に配慮し、
女性の地域防災リーダーの養成を推進します。 

危機管 
理局 

 防災
教育 

人材
育成 

5 
消防団充実強
化 

入団促進及び団員の活動環境整備のため、「消防団活性化五
ヶ年計画(令和 3～7 年度)」に基づき、消防団ロゴマークを導
入するほか、消防団協力事業所表示制度の推進を図ります。 
また、災害対応力を強化するため、安全装備や災害対応用資
機材の配備に加え、職員と合同での実火災体験型訓練を行い
ます。 

消防局 
1-2 
2-3 

消防  

6 
外国人への啓
発、支援 

外国人住民の防災意識向上のため、関係団体と連携し、外国
人住民を交えた防災訓練等を実施します。また、大規模災害
発生時に外国人被災者の支援を行うボランティアを募集し、
防災知識習得のための研修、防災訓練への参加機会の設定、
講習会等を実施します。 

文化観 
光局 

 防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

7 
マンションに
おける自主防
災活動の推進 

セミナー等イベントでの啓発や、防災マニュアル作成支援専
門家派遣事業の活用促進を通して、引き続き分譲マンション
における自助・共助の取り組みを推進します。 

都市整
備局 

 防災
教育 

  

8 
中小企業事業
継続力強化 

国や県、仙台商工会議所等の関係団体、民間保険会社等と連
携しながら、中小企業強靱化法に基づく事業継続力強化計画
やＢＣＰの普及啓発や策定支援を行います。 

経済局 5-1 
産業
構造 
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3-1 被災による警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
市民の自主防
犯活動の促進 

気軽にできる防犯活動である「アイアイキンジョパトロール」
の普及促進、地域におけるパトロール活動等の自主的な防犯
活動を行う団体の支援等により、市民の自主防犯活動の促進
に取り組みます。 

市民局  行政 
機能 

 

2 

地域の連携に
よる防犯ネッ
トワークづく
り 

防犯協会を中心に、各区に設置された安全安心街づくり推進
協議会や宮城県警察との連絡会議の活用等により、防犯ネッ
トワークの形成に取り組みます。 

市民局  行政 
機能 

 

3 
防犯環境づく
り 

防犯カメラ設置補助や、街路灯・公園灯による照度アップ、
公園等の樹木剪定や公共施設設計時の配慮などによる死角解
消など、防犯環境づくりに取り組みます。 

市民局 
建設局 

 防災 
教育 

 

4 

防災関係機関
との「顔の見
える関係」の
構築 

防災関係機関との間で「顔の見える関係」を構築し、円滑な

連携の下で効率的な災害対応体制を構築するため、仙台市総

合防災訓練や津波避難訓練などを通じ、自衛隊、警察、海保、

ライフライン関係機関、災害物資供給･輸送その他応援協定締

結団体等による連携訓練などを行います。 

危機管
理局 

2-3 
行政
機能 

 

 
 

3-2 市役所職員及び庁舎等の被災による行政機能の大幅な低下 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
仙台市業務継
続 計 画 ( Ｂ Ｃ
Ｐ) 

大規模な自然災害が発生した場合の市役所全体の適切な業務
執行を継続して行うための業務継続計画に基づき、災害対応
業務と通常業務の中から、優先度を評価し、非常時優先業務
を選定するとともに、庁舎、設備、備蓄等の対策の具体化と
継続的な管理を行います。 
なお、庁舎が被災し使用不能になることを想定し、災害対策
本部の代替施設を選定しておりますが、さらに方面別に複数
箇所の施設を確保します。 

危機管
理局 

 行政
機能 

  

2 
防災行政無線
の整備 

導入から 10 年が経過し、設備の経年劣化による故障増や、避
難所(無線設置施設)の増加による通信回線の輻輳、高層ビル
等の新規建設による電波不感地帯の発生等が懸念されている
ことから、既存の防災行政無線に代えて、通信エリアが広く、
携帯性に優れたＩＰ無線の配備を行います。 

危機管
理局 

4-1 
情報
通信 

  

3 
仙台市災害時
受援計画の策
定 

応援部隊の迅速かつ効率的な活動を確保するため、仙台市災
害時受援計画に基づき、応援要請及び応援部隊の受入れ・運
用・連携等を行います。 

危機管
理局 

 行政
機能 

  

4 
公共建築物等
防災対策 

市有建築物の耐震化はほぼ完了していますが、今後の大規模
な地震等の発生に備えて、耐震性能を保持するため、法定点
検等を適切に実施します。また、計画的に進めている大規模
改修にあわせて、天井脱落対策を実施していきます。 

都市整
備局 

1-1 
住宅・
都市 

老朽
化対
策 

5 
災害時の燃料
確保対応 

災害時の燃料不足に対応するため、関連機関との情報共有、
民間企業との協定締結等を推進するなど、燃料供給ルートの
多重化を図ります。また、災害発生時に燃料の確保に関する
業務を円滑に実施するため、災害時の燃料確保対応マニュア
ルにより、燃料確保体制の整備を図ります。 

危機管
理局 
経済局 

6-1 
エネ
ルギ
ー 

公民
連携 

6 
災害対応自家
用給油取扱所
整備 

災害発生時における緊急車両などの燃料確保に向け、複数の
消防署に整備した災害対応自家用給油取扱所を適切に運用し
て、初動の対応力を高めます。 

消防局 6-1 消防  

7 
仙台市総合防
災訓練 

大規模災害から命を守り、市民生活の安全・安心を確保する
ため、6 月 12 日「市民防災の日」の総合防災訓練をはじめ、
帰宅困難者対応訓練、各地区総合防災訓練、津波避難訓練な
ど、家庭(自助)、地域(共助)、公的機関(公助)による防災訓練
を、年間を通して実施します。 

危機管
理局 

 消防 
人材
育成 

8 
災害救助に係
る体制整備 

県及び関係機関との連絡調整会議等により、平時及び災害発
生時の連携及び協力体制を確立します。 

危機管
理局 

 行政
機能 

 

事前に備えるべき目標：３ 必要不可欠な行政機能は確保する 
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4-1 防災･災害対応に必要な通信インフラの麻痺･機能停止 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
災害時優先電
話の管理・周
知 

災害時優先電話を適切に管理し、通信の確保に努めるととも
に、通信回線の二重化等の検討を進め、有線回線網の信頼性
向上に努めます。また、災害時優先回線に接続している電話
機の明示や、取り扱い上の注意点等についての庁内周知を図
ります。 

財政局  情報
通信 

  

2 
防災行政無線
の整備 

導入から 10 年が経過し、設備の経年劣化による故障増や、避
難所(無線設置施設)の増加による通信回線の輻輳、高層ビル
等の新規建設による電波不感地帯の発生等が懸念されている
ことから、既存の防災行政無線に代えて、通信エリアが広く、
携帯性に優れたＩＰ無線の配備を行います。 

危機管
理局 

3-2 
情報
通信 

  

3 
衛星携帯電話
の周知 

習熟訓練や定期通信試験により、衛星携帯電話の使用方法等
について庁内での周知を図ります。 

危機管
理局 

 情報
通信 

  

4 
通信機器の非
常用電源の確
保 

停電による通信途絶を防ぐため、通信機器等の重要設備は非
常用電源コンセントへ接続し、定期的に接続状況を確認しま
す。 

危機管
理局 

 情報
通信 

  

5 
関係機関との
協力体制の確
保 

災害時の非常無線通信に関し、手続方法、通信方法等につい
て、非常通信協議会を通じて無線局の設置者と具体的に調整
し、民間の無線従事者からの情報提供や非常時の多ルート通
信網構築に向けて、災害時の協力について協定等をしていま
す。 

危機管
理局 

 情報
通信 

公民
連携 

6 
災害時安否確
認のための備
え 

災害時における市民の通信手段を確保するため、すべての指
定避難所へ災害時用公衆電話設備を整備します。また、防災
訓練等により特設公衆電話の使用方法等の周知を図るととも
に、災害用伝言ダイヤル(171)や、通信事業各社が提供する災
害時伝言板等の災害時の安否確認方法について、家族や友人
等と事前に確認しておくよう様々な機会を捉え啓発します。 

危機管
理局 

 情報
通信 

 

 
 

4-2 災害時に活用する情報サービス(テレビ・ラジオ放送含む)が機能停止し、情報の収集・伝達ができず、

避難行動や救助・支援が遅れる事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
災害時情報発
信システムの
整備・運用 

緊急速報メール、津波情報伝達システム、避難情報提供シス
テム(避難情報ウェブサイト)などの情報発信ツールを一元的
に管理する災害時情報発信システムを運用します。また、国
の「避難勧告等に関するガイドライン」の改正や地域防災計
画の見直し等に伴う改修を実施します。 

危機管
理局 

 情報
通信 

  

2 
災害情報提供
システムの運
用 

災害発生時の気象情報や避難勧告等の災害情報を的確に市民
に伝達するため、災害に関する情報をホームページに掲載す
るほか、電子メールで送信します。 

消防局  情報
通信 

  

3 
緊急速報メー
ル 機 能 の 整
備・運用 

宮城県沿岸に津波注意報、津波警報、大津波警報が発表され
た際や自然災害等により市民の生命等に危険が及ぶことが危
惧される際に、携帯電話の移動通信事業者が提供する緊急速
報メールにより、各携帯電話端末へ避難情報の一斉配信を行
います。 

危機管
理局 

 情報
通信 

  

４ 
一斉電話送信
システムの導
入・運用 

携帯電話等を持っていない情報弱者に対し、希望登録した固
定電話に避難情報等の緊急情報を一斉に送信します。 

危機管
理局 

 
情報
通信 

 

事前に備えるべき目標：４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 
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5 

全国瞬時警報
シ ス テ ム ( Ｊ
ア ラ ー ト ) の
整備・運用 

消防庁による衛星回線を用いた大規模テロ情報、弾道ミサイ
ル情報等の緊急情報を迅速に受信するため、システムを運用
します。 

危機管
理局 

 消防   

6 
災害対応ドロ
ーンの運用 

災害時の被害状況把握などの情報収集や平常時の広報用映像
の撮影や市有施設の点検等を行うため、災害対応ドローンを
運用します。あわせて、操縦者の養成、定期操縦訓練を実施
し、操縦技量の維持を図ります。 

危機管
理局 

 情報
通信 

  

7 

津波避難広報
体 制 ( 津 波 情
報伝達システ
ム等) 

◆津波情報伝達システムの整備・運用 
気象庁から津波警報等が発表された場合、防災行政用無線を
活用して沿岸部等に設置した屋外拡声装置等からサイレンや
音声で津波避難情報を一斉に伝達します。 
◆報道機関との連携 
「災害時における放送(協力)要請に関する協定」に基づきラ
ジオ・テレビ等による避難情報等を放送します。 
◆杜の都防災メール 
災害情報や避難情報等を電子メールにより提供する「杜の都
防災メール」により津波に関する情報を配信します。 
◆緊急速報メール 
津波警報等が発表された場合に、避難指示(緊急)を迅速に伝
達するため、携帯電話等へ緊急速報メールを配信します。 
◆ＳＮＳ(ツイッター） 
ＳＮＳ(ツイッター)により津波情報や避難指示(緊急)などの
情報を配信します。 
◆仙台市避難情報ウェブサイト 
避難指示(緊急)や最寄りの避難所をホームページに掲載しま
す。 
◆ヘリコプター、消防車両及び区広報車による巡回広報 
ヘリコプターによる上空からの広報、消防車両及び広報車に
より、避難指示(緊急)の巡回広報を行います。 
◆町内会等への連絡 
各区から、避難対象区域内の町内会長等に電話連絡による情
報を伝達します。 

危機管
理局 
消防局 
各区 

1-3 
情報
通信 

  

8 
津波避難広報
の強化 
(詳細 p.33) 

海岸公園の整備等により地域外からの来訪者の増加が見込ま
れる東部沿岸地域において、事業従事者や来訪者等の安全と
安心を確保するため、津波避難広報ドローンを整備し津波の
避難広報体制の強化を図る取り組みを進めます。 

危機管
理局 

1-3 
情報
通信 

 

9 
近未来技術実
証 

被災経験や大学・企業の集積等を背景に、防災・減災分野を
はじめとした社会課題解決や産業振興等を目的として、国家
戦略特区の枠組みも活用しながら、ドローンや自動走行など
近未来技術の活用可能性を探るため、民間企業等との連携の
もと実証実験を行います。また、仙台市近未来技術実証ワン
ストップセンターにおける民間企業等への支援を通じ、さら
なる近未来技術実証の取り組み促進を図ります。 

まちづ
くり政
策局 

 産業
構造 

研究
開発 

10 
避難誘導体制
の整備 

避難勧告等を発令した場合は、市災害対策本部から報道機関
への情報提供、緊急速報メール等の活用、消防車両及び区災
害対策本部の広報車両の巡回等により対象区域内の住民等へ
伝達します。 

危機管
理局 
消防局 

 行政
機能 

 

11 
多 様 化 す る
119 番通報対
応 

スマートフォン等の簡単な画面操作により素早く通報できる
「ＮＥＴ119 緊急通報システム」を運用し、聴覚や言語機能
に障害のある方からの 119 番通報に対応します。あわせて、
電話通訳センターを介した三者間通訳サービスを運用し、多
言語による 119 番通報に対応します。従来から運用する「119
番 FAX」「メール 119 番」とともに、多様化する 119 番通報
に迅速・的確に対応します。 

消防局  情報
通信 

 

12 

災害多言語支
援センター設
置・運営によ
る外国人支援 

言葉や習慣等の違いから災害時に必要な情報を入手しにくい
おそれがある外国人住民を支援するため、大規模災害発生時
に災害多言語支援センターを設置します。災害対策本部等か
らの災害情報等を多言語化して情報提供するほか、多言語で
の相談対応や、避難所巡回による支援を行います。 

文化観
光局 

 行政
機能 
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5-1 サプライチェーンの寸断等による地元企業の生産力低下、風評被害や信用不安、大量の失業・倒産等

による市経済等への甚大な影響 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
中小企業事業
継続力強化 

国や県、仙台商工会議所等の関係団体、民間保険会社等と連
携しながら、中小企業強靱化法に基づく事業継続力強化計画
やＢＣＰの普及啓発や策定支援を行います。 

経済局 2-8 
産業 
構造 

  

2 
仙台市中小企
業融資制度特
別相談窓口 

復旧及び経営基盤の安定を図るための融資制度の運用や、市
内支援機関と連携した特別相談窓口の開設により被災した中
小企業の支援を行います。 

経済局 8-4 
産業
構造 

  

 
 

5-2 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 

石油コンビナ
ート等特別防
災区域におけ
る災害防止 

過去に発生した事故の原因分析を踏まえ、立入検査を通じ、
施設の適正な維持管理を促進するとともに、安全管理・保安
教育等の指導を徹底します。 

消防局  
エネ
ルギ
ー 

  

2 
危険物製造所
等の事故防止
対策 

危険物、高圧ガス施設等関係事業所、関係団体等の協力のも
と、市内の危険物、高圧ガス施設の関係者等を対象とした「事
故防止連絡会」を開催し、関係団体の連携強化を図り、事故
防止対策を推進します。 

消防局  
エネ
ルギ
ー 

  

3 
ガス局港工場
の津波対策 

ガス局港工場の津波対策は、津波想定規模の見直し等に応じ
た対策を検討する必要があり、今後、最大級の津波による浸
水想定範囲が宮城県から公表され次第(令和 3 年度以降の予
定)、各種の対策を順次進めます。 

ガス局  
エネ
ルギ
ー 

  

 
 

5-3 基幹的交通ネットワーク(陸上、海上、航空)の機能停止による物流・人流への甚大な影響 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
交通ネットワ
ークの整備 
(詳細 p.42) 

災害時における救命救助や物資輸送などのルートが確保でき
るよう骨格幹線道路網等の整備の推進を図ります。また、ネ
ットワークの確保に向けて国、県、市それぞれの道路管理者
が連携を図ります。 

建設局 
2-1 
2-5 
7-1 

交通・
物流 

  

2 
道路新設改良
(詳細 p.37) 

市民生活の基盤となる地域の生活道路等について、発災時に
おいても安全に通行できるように交通安全対策や道路改良等
を実施します。 

建設局 
2-1 
2-5 

交通・
物流 

  

3 
道路防災対策
(詳細 p.41) 

市民の生活に不可欠な道路の安全な通行を確保するため、緊
急輸送道路や幹線道路を中心に、法面対策及び路面下空洞対
策を行います。 

建設局 
2-1 
2-5 

交通・
物流 

  

4 
除雪体制の確
保 
(詳細 p.36) 

冬期道路交通確保に向けて仙台市道路除雪計画に基づく適切
な除雪を推進します。また、除雪機械の更新等を行い安定的
な除雪体制を確保します。 

建設局 
1-4 
2-2 
2-5 

交通・
物流 

  

5 
橋りょう震災
対策 
(詳細 p.38) 

緊急時における重要な路線(緊急輸送道路等)の交通を確保す
るため、当該路線の橋りょうについての耐震性を向上させ、
安全性・信頼性を確保するための対策を行います。 

建設局 
2-1 
2-5 

交通・
物流 

  

6 
道路施設長寿
命化修繕 
(詳細 p.38) 

災害時における円滑な移動を確保するため、各道路施設の長
寿命化修繕計画に基づき、計画的かつ予防保全的な修繕等を
行います。5 年に 1 度点検を行い、要対策施設については、
順次、修繕工事を実施します。 

建設局 
2-1 
2-5 

交通・
物流 

老朽
化対
策 

事前に備えるべき目標：５ 経済活動を機能不全に陥らせない 
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7 
無電柱化推進
(詳細 p.37) 

地震や台風など、大規模な災害による電柱の倒壊等を防止し、
道路の輸送機能の確保や救助活動の円滑な実施を図るため、
緊急輸送道路等における無電柱化を推進します。 

建設局 
2-1 
2-5 
7-1 

交通・
物流 

  

8 
空港・港湾関
係機関との連
携強化 

災害等緊急時の対応について、仙台空港緊急計画連絡協議会
及び仙台塩釜港仙台港区保安委員会の構成機関との連携強化
を図ります。 

危機管
理局 

 交通・
物流 

  

9 
高速鉄道防災
等に関する取
扱要領の作成 

高速鉄道事業の災害及び事故を想定した「仙台市交通局高速
鉄道防災等に関する取扱要領」について、定期教育訓練やそ
の他訓練等により把握した課題を整理し、必要に応じた見直
しを行います。 

交通局  交通・
物流 

  

10 
地下鉄施設長
寿命化 

地下鉄施設について、効率的かつ効果的な予防保全工事を行
うことにより延命化を進めます。土木構造物及び建築物の健
全度調査を実施し、適切な補修工法を選定することで耐久性
の向上を図るとともに、長期的な施設の維持管理費用の縮減
を図ります。 

交通局  交通・
物流 

  

11 

バス事業に係
る災害対応マ
ニュアルの作
成 

バス事業に係る災害発生時の初動対応を定めた「自動車部に
おける災害対応マニュアル」の見直しを行い、災害発生時に
実施すべき事項の周知を図ります。 

交通局  交通・
物流 

  

12 
他の交通事業
者との連携 

輸送障害発生時には、市交通局と東日本旅客鉄道株式会社(JR
東日本)との間で取り交わしている「運行不能時における相互
情報提供に関する確認書」に基づき情報交換を行うとともに、
必要に応じて代替輸送の対応を行います。また、地下鉄が運
行不能となった場合の振替輸送の協力など、他の交通事業者
との連携体制の構築を継続します。 

交通局  交通・
物流 

  

 
 

5-4 食料等の安定供給の停滞 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
避難所等にお
ける備蓄物資
の整備 

災害時、避難生活の拠点となる指定避難所及び補助避難所等
において緊急に必要となる物資の備蓄を行います。また、備
蓄物資のうち、使用期限があるもの(食料、飲料水、使い捨て
カイロ、衛生用品等)が期限切れとならないよう定期的に更新
し、非常時に即応できるようにします。 

危機管
理局 

2-7 消防   

2 
家庭内備蓄の
推進 

各家庭内では一週間分の食料、飲料水、最低限の生活物資及
び医薬品等を事前に準備しておくことが重要なため、家庭内
備蓄の推進、啓発を行います。 

危機管
理局 

2-1 
防災
教育 

  

3 
避難所運営体
制の整備 

各指定避難所には、地域の実情に合わせた地域版避難所運営
マニュアルが整備され、これに基づき避難所が運営されます
が、このマニュアルの内容を充実させるため、防災訓練や近
年の災害事例などからの気付きや課題について避難所運営委
員会で検討し、それぞれの地域で必要な手順等の見直しを行
います。 

危機管
理局 

2-7 
住宅・
都市 

公民
連携 

4 

災害時用備蓄
( 食 料 ・ 飲 料
水・備蓄倉庫
等)の推進  

食料(クラッカー、調理不要食、アルファ米等)及び飲料水を
指定避難所、補助避難所等に、粉ミルクを区役所・総合支所
に備蓄しています。校舎内に備蓄スペースを確保できない市
立小中高等学校については、防災備蓄倉庫の整備を検討しま
す。また、備蓄の品目、アレルギー対応率向上及び備蓄物資
の維持管理方法等の検討を行います。 

危機管
理局 

2-1 消防   

5 
中央卸売市場
災害時情報連
絡体制強化 

災害時においても円滑な生鮮食料品等の流通を確保するた
め、防災携帯電話の導入のほか、大規模災害発生時において、
情報の共有と災害対応の検討などを行う場内事業者との打合
せを迅速に行えるよう、関係者の緊急参集訓練を定期的に実
施します。 

経済局  産業
構造 
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6 
物資集配拠点
の整備 

災害時は、「仙台市物資集配拠点運営マニュアル」により生
活物資・食料等の物資を効率的に配分し、物資の在庫管理・
入出庫・配送を一元的に行います。また、物資集配拠点の効
率的運営及び集配業務の円滑な実施のため、物資集配拠点に
おける仕分け業務及び各避難所への配送等について、専門的
な知識・技能を有する民間運送事業者との協定等により、物
資供給体制を整備します。 

危機管
理局 
経済局 

2-1 
交通・
物流 

公民
連携 

7 
食料及び生活
必需品の安定
供給の確保等 

被災者に対して、食料及び生活物資の供給を円滑に実施し、
市民生活の安定を図るため、各種団体・業者と流通在庫品の
供給協力に関する協定等を締結するとともに、定期的に協定
先の連絡担当者と情報交換を行い、その安定供給の確保に努
めます。 

経済局 2-1 
交通・
物流 

公民
連携 

8 
中央卸売市場
施設整備 
(詳細 p.35) 

農林水産省の支援である「強い農業・担い手づくり総合支援
交付金」等を活用し、中央卸売市場(水産・青果、花き、食肉)
における品質・衛生管理の高度化を図るための施設・設備等
の増改築等を行うことで、食料等の安定供給に資するよう計
画的な施設整備を実施します。 

経済局  
農林
水産 
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6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチェー 

ン等の長期間にわたる機能停止 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
燃料の流通停
止の備え 

大規模な災害が発生した場合は、物流の停止や小売店の被災
等により、ガソリンや灯油等の燃料も入手困難になる場合が
あるため、市民や企業が、災害時の状況を想定し、各々で災
害時に必要となる燃料の確保、備蓄を行う自助の取り組みを
啓発します。 

危機管
理局 

2-1 
防災
教育 

 

2 
災害対応自家
用給油取扱所
整備 

災害発生時における緊急車両などの燃料確保に向け、複数の
消防署に整備した災害対応自家用給油取扱所を適切に運用し
て、初動の対応力を高めます。 

消防局 3-2 消防  

3 
災害時の燃料
確保対応 

災害時の燃料不足に対応するため、関連機関との情報共有、
民間企業との協定締結等を推進するなど、燃料供給ルートの
多重化を図ります。また、災害発生時に燃料の確保に関する
業務を円滑に実施するため、災害時の燃料確保対応マニュア
ルにより、燃料確保体制の整備を図ります。 

危機管
理局 
経済局 

3-2 
エネ
ルギ
ー 

公民
連携 

4 
経年本支管の
計画的な入替
え 

地震等による経年本支管のガス漏れ対策として、埋設年や故
障履歴等によるリスク評価に基づき、耐震性に優れたポリエ
チレン管等への入替えを計画的に進めます。 

ガス局  
エネ
ルギ
ー 

 

5 
原料受入ライ
ンの複数化 

港工場からのガス供給が困難になった際にパイプラインから
天然ガスを受け入れる「緊急時ガス受入設備」(バックアップ
ステーション)について、迅速かつ確実に運転できるよう適切
な維持管理、および運転操作訓練を実施し、供給体制の一層
の強化を図ります。 

ガス局  
エネ
ルギ
ー 

 

6 
都市ガス供給
設備の適切な
維持管理 

都市ガスの安定供給を確実に行うため、導管・整圧器・ガス
ホルダー・バルブ等の供給設備等の維持管理・点検・整備・
更新を保安規程に基づき、適切かつ計画的に行います。 

ガス局  
エネ
ルギ
ー 

 

7 
都市ガス製造
設備の適切な
維持管理 

港工場主要設備の維持管理を適切に実施するとともに、あわ
せて必要な保全措置を行い、安定製造、安定供給に努めます。 

ガス局  
エネ
ルギ
ー 

 

8 
次世代エネル
ギー創出促進 

特定のエネルギー源に依存しないエネルギー効率の高い都市
づくりや、次世代エネルギー関連産業・研究開発の拠点化を
進めるため、エネルギー関連事業者のエネルギー供給や研究
開発を支援するとともに、民間事業者や大学等と連携し、次
世代エネルギーの実証事業などの取り組みを推進します。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

研究
開発 

9 
ごみ処理施設
の電力発電 

ごみ処理施設における電力発電について、非常時に電気自動
車などへの電力供給源となる電力供給設備の設置について検
討を進めます。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

 

10 

民間の防災拠
点への防災対
応型太陽光発
電システム導
入補助 

災害時において地域の防災拠点となりえる民間施設に対し
て、最低限必要な防災拠点機能を維持するために必要な再生
可能エネルギー等設備の新たな設置、更新又は増設を行う事
業を対象に費用の最大 1/2 の補助を実施します。 

環境局  
エネ
ルギ
ー 

公民
連携 

11 

電力、石油、Ｌ

Ｐガスサプラ

イチェーンと

の連携推進 

災害時にも、エネルギーの供給が継続されることが迅速かつ

適切な避難行動、救援活動の重要な要素となるため、企業や

各事業所等ができるだけ被害を受けないよう、事前防災、減

災の取り組みを推進するほか、市の総合防災訓練等を通じた

平時からの関係機関との相互連携に努めます。 

危機管

理局 

関係機

関 

 
エネ
ルギ
ー 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

事前に備えるべき目標：６ ライフライン、燃料供給関連施設等の被害を最小限に留めるとともに、早期に 

復旧させる 
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6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
水道管路更新 
・耐震化 

漏水事故の発生リスクを抑えるとともに、大規模地震等の災
害発生時の被害を抑えるため、管路更新のペースを上げて、
老朽化した送配水管路を耐震性に優れた管材に更新すること
で、管路の更新、耐震化を推進します。 

水道局  住宅・
都市 

  

2 
水道施設の耐
震化 

経年化が進む国見浄水場において、耐震性確保の観点からも
中原浄水場と合わせた統合更新に向けた取り組みを推進しま
す。また、その他の水道施設においては施設ごとの状況に応
じて計画的な更新・耐震化を行います。 

水道局  住宅・
都市 

 

3 
水道施設の長
期停電対策の
充実 

大規模災害などによる長期停電に備え、浄水場や主要な配水
所・ポンプ場における非常用自家発電装置の燃料タンク増設
などの対策を進めます。主要浄水場と重要施設(ポンプ場・配
水所)については、燃料タンク増設等による 72 時間停電対応
を目標とし、その他の施設については 24 時間の停電に対応
可能な施設整備を行います。 

水道局  産業
構造 

  

4 
計画的な応急
復旧資材の確
保 

災害時の応急復旧を迅速に行うため、管材料等を計画的に備
蓄します。また、既存備蓄材の劣化補修や更新対策も行いま
す。 

水道局  住宅・
都市 

  

5 
水運用機能の
強化 

災害時の情報提供、被害区域の縮小化、また他水系からの応
急支援検討など、災害時の安定給水及び早期復旧に効果を発
揮する水運用システムの整備拡充を図ります。 

水道局  住宅・
都市 

  

6 

災害対応にお
ける他の水道
事業体・民間
事業者との連
携強化 

仙台市水道局では、大規模災害に備え、「19 大都市水道局災
害相互応援に関する覚書」等を締結し、他都市との災害時に
おける連携強化に努めます。その枠組みの中で、札幌市、東
京都、堺市及び新潟市の各水道局と定期的に合同災害対応訓
練を実施するほか、日本水道協会東北地方支部の中でも定期
的に合同防災訓練を実施します。このほかに、宮城県管工業
協同組合をはじめとする関係団体や企業とも災害応援に関す
る協定を締結し、災害時の応急給水活動や応急復旧作業の対
応強化に取り組みます。 

水道局  住宅・
都市 

  

 
 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
下水道地震対
策 
(詳細 p.43) 

「仙台市下水道総合地震対策計画」に基づき、下水道施設で
ある管路施設、浄化センター及びポンプ場の耐震化を図りま
す。 

建設局  住宅・
都市 

  

2 
下水道老朽管
改築 

「仙台市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、老朽
化によるリスクの高い管路の改築工事を実施します。 

建設局  住宅・
都市 

  

3 

浄 化 セ ン タ
ー・ポンプ場
改築 
(詳細 p.43) 

「仙台市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、老朽
化によるリスクの高い施設や設備機器の改築工事を実施しま
す。 

建設局  住宅・
都市 

  

4 
下水道情報シ
ステム構築 

下水道管路情報を管理するシステム、処理場及びポンプ場の
設備情報を管理するシステムの改修や、下水道台帳図、下水
道施設・設備台帳の整備及び既存データ精度の向上といった
システムの充実と施設のデータ整備等を行います。 

建設局  住宅・
都市 
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5 

仙台市下水道
事業業務継続
計 画 ( 下 水 道
Ｂ Ｃ Ｐ ) の 運
用 

災害発生時の被害の軽減と早期の回復を図るために、災害発
生時に職員が取るべき対応と行動を予め定めた計画であり、
仙台市では「地震・津波編」(平成 25 年 3 月策定)と「大雨
編」(平成 27 年 3 月策定)の 2 種類を策定しています。今後、
定期的な訓練・研修により下水道ＢＣＰを組織や業務に定着
させるとともに、必要に応じて見直しを検討します。 

建設局  住宅・
都市 

  

6 

他 都 市 ( 下 水
道 ) と の 災 害
情報収集伝達
訓練 

東京都区部及び全国の政令指定都市下水道部局間の「下水道
災害時における大都市間の連絡・連携体制に関するルール」
及び北海道・東北ブロック間の「下水道事業における災害時
支援に関するルール」に基づき、他都市との相互協力体制の
強化を図ります。年に 2 回程度の定期訓練を実施し、他都市
の下水道部局間の連携を維持するとともに、適切なルールの
見直しにより、ルールの実効性を高めます。 

建設局  住宅・
都市 
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7-1 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
ブロック塀等
除去促進 
(詳細 p.36) 

地震に強いまちづくりを推進するために、公道等に沿って設
けられた危険性が高いブロック塀等については、所有者に対
して周囲への注意喚起を促すとともに補助制度の活用等によ
り除却に向けた取り組みを進めます。 

都市整
備局 
各区 

1-1 
住宅・
都市 

  

2 

新設されるコ
ンクリートブ
ロック塀の安
全対策 

コンクリートブロック塀の倒壊被害の原因は、経年劣化によ
るもののほか、簡易な施工のため建築基準法等の仕様規定に
合致しないものが見受けられることから、建築主に対し構造
等安全性の周知とともに設計者や施工者への技術的基準の遵
守を求めることにより、新設されるコンクリートブロック塀
の安全性の確保を図ります。 

都市整
備局 

1-1 
住宅・
都市 

  

3 
生垣設置の推
進 

市街化区域内において、ブロック塀を生垣へ変更する個人や
事業者へ費用の補助を行います。 

建設局 1-1 
住宅・
都市 

 

4 

緊急輸送道路
沿道建築物耐
震化促進 
(詳細 p.36) 

地震発生後の救急・医療活動等に必要な人員等を輸送する道
路としての機能を担う緊急輸送道路について、建物などの倒
壊等により道路の機能が失われないように、沿道建築物の耐
震診断に要する費用の一部を補助することにより、建築物の
耐震化を促進します。 

都市整
備局 

2-1 
住宅・
都市 

  

5 
路面下空洞対
策 
(詳細 p.37) 

路面下空洞に起因する道路陥没被害を未然に防止するため、
緊急輸送道路や幹線道路を中心に、路面下空洞調査を実施し
ます。空洞発生の主な原因は、路面下に埋設されている上下
水道管をはじめとするライフラインの老朽化であることか
ら、各施設管理者と情報を共有しながら、調査と対策を実施
します。 

建設局 2-1 
住宅・
都市 

  

7 
屋外広告物等
落下物対策 

ビルや屋外広告物の管理者、関係業界等に対して、落下物防
止に向けた維持管理の重要性について、様々な機会を利用し
た啓発を継続し、意識向上を図ります。業務委託による市内
中心部等の目視点検を実施し、所有者等の協力を得られた広
告物は詳細点検を実施します。また、市ホームページや屋外
広告物講習会において継続的に安全点検の重要性等について
の周知を図ります。 

都市整
備局 

1-4 
住宅・
都市 

  

8 
無電柱化推進
(詳細 p.37) 

地震や台風など、大規模な災害による電柱の倒壊等を防止し、
道路の輸送機能の確保や救助活動の円滑な実施を図るため、
緊急輸送道路等における無電柱化を推進します。 

建設局 
2-1 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

9 
交通ネットワ
ークの整備 
(詳細 p.42) 

災害時における救命救助や物資輸送などのルートが確保でき
るよう骨格幹線道路網等の整備の推進を図ります。また、ネ
ットワークの確保に向けて国、県、市それぞれの道路管理者
が連携を図ります。 

建設局 
2-1 
2-5 
5-3 

交通・
物流 

  

10 
街路樹マネジ
メント 

植栽後 3 年未満のものは必要に応じて支柱の補強等を、また
ニセアカシアなど浅根性で強風の被害を受けやすいものは剪
定により枝葉を落とし、風の影響を軽減します。根腐れ、幹
の腐朽などにより、倒木の危険があるものは伐採・更新を行
います。また自然環境が有する多様な機能(グリーンインフ
ラ)を活用したみどり空間の整備を図ります。 

建設局 1-4 
住宅・
都市 

  

 
 

7-2 ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による多数

の死傷者の発生 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 

新たな防災重
点ため池の対
策 
(詳細 p.35) 

宮城県が作成したハザードマップを活用し、当該ため池下流
部の住民に対する説明会や本市ホームページへの公開等によ
り、災害発生時の適切な避難行動を促します。また、水位を
監視するためのカメラや水位計等の設置、監視システムの整
備等を早期に進めます。 

経済局  農林
水産 

 

事前に備えるべき目標：７ 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 
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2 
従来選定の防
災重点ため池
の対策 

宮城県が作成したハザードマップを活用し、当該ため池下流
部の住民に対する説明会や本市ホームページへの公開等によ
り、災害発生時の適切な避難行動を促します。また、水位を
監視するためのカメラや水位計等の設置、監視システムの整
備等を早期に進めます。さらに、愛子ため池及び住吉台第 5
号ため池について、宮城県による耐震補強工事が早期に完了
するよう本市も連携、協力します。 

経済局  農林
水産 

 

3 
農業用ため池
の耐震化 
(詳細 p.35) 

農業用ため池について、順次個別に長寿命化計画を策定し、
国の農業水路等長寿命化・防災減災事業の支援事業を活用し、
計画的に改修、補強工事等を実施します。整備にあたっては、
各施設の健全度を調査し、重要度による優先順位を付けなが
ら事業を推進します。 

経済局  農林
水産 

老朽
化対
策 

4 

土石流、がけ
崩れ、地すべ
り、急傾斜地
の崩壊等によ
る土砂災害の
予防 

宮城県が指定した土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域
等に関することのほか、ハザードマップや警戒避難体制の整
備などのソフト対策を充実させます。また、県が事業主体と
なる土砂三法(砂防法、地すべり等防止法、急傾斜地法)に基
づくハード対策について、地域との連絡調整等を行います。 
◆土砂災害危険地マップ等の活用 
土砂災害に関する問合せや相談、法指定区域の確認等に活用
できるよう、仙台市ホームページなどにおいて、土砂災害に
注意が必要な箇所を周知していきます。 

都市整
備局 

1-5 
(一部) 

住宅・
都市 

 

5 

津波減災施設
の 整 備 ( 海 岸
堤防、防潮堤、
海岸防災林) 

海岸堤防、防潮堤、海岸防災林を整備します。また、高潮、
波浪等の災害から防御するため、堤防等の適切な維持管理を
行います。 

経済局 
建設局 

1-3 
地域 
保全 

 

 
 

7-3 有害物質の大規模拡散・流出による国土の荒廃 

 

No. 事名等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 環境調査 
生活環境を保全するため、大気汚染や水質汚濁について定期
的な調査・測定を通して現況を把握します。 

環境局  環境   

2 

特定事業場か
らの有害物質
による被害拡
大抑制等 

大気汚染や水質汚濁を防止するため、公害防止に関する法令
に基づき特定事業場の規制・指導等を行います。災害時には、
有害物質を取り扱う特定事業場の被害や有害物質の流出有無
等を確認するとともに、必要に応じて、応急措置の指示や関
係機関への連絡を行い、被害の拡大抑制を図ります。 

環境局  環境   

3 

毒物・劇物の
危 害 防 止 対
策、飛散防止
措置等 

毒劇物販売業者等への指導を徹底するとともに、各事業者が
それぞれの実情に応じた危害防止対策を自主的な規範にまと
めた「毒物劇物危害防止規定」の策定を促進します。 

健康福
祉局 

 環境   

4 
放射性物質対
策 

「仙台市地域防災計画【原子力災害対策編】」等の適宜必要
な見直しを行い、引き続き実効性のある計画とします。 

危機管
理局 

 環境   

 
 

7-4 農地・森林等の被害による国土の荒廃 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
「仙台東部地
域農業復興の
記録」の発信 

農業復興の姿として、被災地域の農業復興･発展に寄与するた
め、今後も「仙台東部地域農業復興の記録」により、東日本
大震災の経験と教訓を広く発信します。 

経済局  農林 
水産 

 

2 
農業振興によ
る耕作放棄地
の発生抑止 

「せんだい農食チャレンジ支援事業」や「農業経営体育成支
援事業」等農業経営の安定化への支援に加え、日本型直接支
払制度を活用した地域の農地維持活動を支援するなど、様々
な施策を組み合わせて引き続き農業振興に取り組むことで、
農地の利活用を推進するとともに耕作放棄地の発生抑止を図
ります。 

経済局  農林 
水産 
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3 
農業用施設等
の長寿命化 
(詳細 p.35) 

洪水、土砂災害、冠水等に対して、農地、農業用施設及び住
宅地への被害を防止するため、農業用排水機場や農業用用排
水路施設の適時・適切な改修、更新、補修等を推進します。
水路・排水機場など順次個別に長寿命化計画を策定し、国の
農業水路等長寿命化・防災減災事業の支援事業を活用し、計
画的に改修等を推進します。 

経済局  農林 
水産 

老朽
化対
策 

4 森林の整備 

仙台市森林整備計画変更計画書(第三次)に基づき、森林の整
備や保護を行います。海岸防災林の再生には多くの力と時間
が必要となるため、市民や企業、国、県などと連携、協力し
ながら、長期的視野をもって取り組みます。林道施設等につ
いて事前に調査し、補強等を行うなど、災害防止措置を講じ
ます。また、主要林道については定期的にパトロールを実施
し、舗装新設や法面の補強等を実施します。 

経済局 
建設局 

 農林 
水産 

老朽
化対
策 

5 
鳥獣被害防止
対策 
(詳細 p.35) 

「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措
置に関する法律」に基づく被害防止計画によるこれまでの取
り組みを活かしながら、国の支援策を活用し、地域ぐるみの
被害防止対策を進めます。 

経済局  農林
水産 
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8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
仙台市災害廃
棄物処理計画
の適宜見直し 

より実践的な内容となるよう、必要に応じて適宜見直しを図
ります。 

環境局  環境  

2 
廃棄物処理体
制の整備 

協定を締結している各業界団体と、平時からの訓練等により
連携を強化します。 

環境局  環境 
公民
連携 

3 
ごみ焼却施設
の整備 

「一般廃棄物処理基本計画」に基づき、既存のごみ処理施設
の長寿命化、ライフサイクルコストの低減を図るとともに、
災害時には速やかに復旧を行い通常のごみ処理体制を確保し
ます。また、施設整備にあたっては、通常のごみ処理に加え
的確な災害廃棄物処理体制が確保できるよう順次整備を進め
ます。 

環境局  環境  

4 

「東日本大震
災における震
災廃棄物処理
の記録」の発
信 

国内外におけるこれからの災害廃棄物対策の一助となるよ
う、今後も東日本大震災の経験や教訓を発信します。 

環境局  環境  

5 
大雨・浸水対
策 ( 環 境 事 業
所等) 

洪水浸水想定区域内に立地している環境事業所や清掃工場に
おける浸水対策を検討します。 

環境局  環境  

 
 

8-2 復興を支える人材等(専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等)の不足、より良

い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
小地域福祉ネ
ットワーク活
動 

地域特性に応じた住民主体の支え合い体制づくりを、地域と
仙台市社会福祉協議会各区・支部事務所に配置するコミュニ
ティソーシャルワーカーとの連携により推進し、災害時にも
住民同士で支え合えるコミュニティづくりの充実・強化を図
ります。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民
連携 

2 
ボランティア
センター運営 

仙台市社会福祉協議会が実施するボランティアセンター運営
事業に対して事業費を助成し、ボランティアの全市的振興と
地域福祉推進を図ります。また、地域向けボランティア育成
講座の開催等による人材の育成や情報発信に努めるととも
に、団体やＮＰＯなどへの活動支援を継続して実施します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民
連携 

3 

災害ボランテ
ィアセンター
運営サポータ
ーの養成 

災害ボランティアの活動が円滑かつ効果的に行われるよう、
災害時の支え合い、助け合いをサポートする災害ボランティ
アセンターの理解者を増やすことを目的に、仙台市社会福祉
協議会が災害ボランティアセンター運営サポーターの養成を
行います。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民
連携 

4 
障害者災害対
策推進 

災害時における障害者の支援体制を確立することを目的に、
災害時専門ボランティアの登録や研修を実施(いずれも仙台
市障害者福祉協会に委託)します。また、障害福祉事業所向け
ＢＣＰ(事業継続計画)研修会を実施します。 

健康福
祉局 

 
保健 
医療・
福祉 

公民
連携 

5 

被災建築物応
急危険度判定
士の養成と支
援体制の整備 

建築物の危険度調査を行う応急危険度判定士の養成を推進し
ます。また、広域的見地から設立された北海道・東北被災建
築物応急危険度判定協議会及び宮城県建築物等地震対策推進
協議会の一員として、実施・支援体制の整備を促進します。 

都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

事前に備えるべき目標：８ 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 
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6 
被災宅地危険
度判定士の確
保と体制整備 

大地震及び降雨等により被災した宅地の被害状況を迅速かつ
的確に把握し、二次災害の防止・軽減を図るため、その危険
度を判定する被災宅地危険度判定士について、本市職員の登
録者数を確保します。なお、判定実施の際には、被災宅地危
険度判定実施要綱に基づき、円滑な判定活動を行っていきま
す。 

都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

7 

大規模建築物
の応急危険度
判定の体制整
備 

高度な建築構造に関する専門知識を持った判定士の確保、判
定体制の確立を目的に、平成 26 年に全国初となる建築構造
専門家団体と協定を締結し、災害時の帰宅困難者を受け入れ
る一時滞在場所などの施設について、震度 6 弱以上の地震発
生の際は自動的に判定が開始されることとなっています。引
き続き、発災後に速やかに判定を開始するための体制や判定
方法等を整理します。 

都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

8 
避難所等にお
ける応急危険
度判定 

建築の専門家 4 団体と締結した協定に基づき、震度 6 弱以上
の地震発生の際には仙台市から要請があったものとみなし、
指定避難所等の応急危険度判定を開始します。 

都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

9 

東日本大震災
時の被災建築
物応急危険度
判定業務等の
記録誌の作成
及び情報提供 

震災時の被災建築物応急危険度判定、被災宅地危険度判定、
避難所等の安全確認の 3 つの判定活動について冊子としてま
とめた、「東日本大震災の教訓」や、被災建築物応急危険度
判定に関するホームページにより、情報発信に努めます。 

都市整
備局 

 防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

10 
復興を支える
技術者等の確
保 

災害時に、地域に精通した技能労働者と重機等資機材を迅速
に確保し、迅速な復旧活動を行えるよう、災害時の応急措置
などの協力について関係団体との協定に基づく体制を構築し
ます。 

関係部
局 

8-4 
行政
機能 

 

 
 

8-3 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・喪失 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 

文化財にかか
る基本情報の
集約・情報共
有 

災害発生時に適切な協力体制が図られるよう、教育委員会は
指定・登録文化財の所有者及び関係機関等と日頃から情報共
有に努め、所有者等への災害に係る予防措置等の指導・助言、
防災知識の普及啓発に努めます。所有者の世代交代や現地調
査の不足から現状を把握できていない文化財もあるため、今
後、所有者等への保全管理の啓発、現状調査及び指導・助言
の方法を検討します。 

教育局  住宅・
都市 

  

2 
文化財の浸水
対策 

博物館等の文化財を保管・展示する各施設において、台風や
大雨による浸水リスクを確認しながら、浸水対策の必要性に
ついて検討していくとともに、洪水浸水想定区域内にある文
化財を中心に、浸水対策の検討や所有者等への啓発を行いま
す。 

教育局  住宅・
都市 

  

3 
文化財の防火
対策 

消防局と連携した定期的な消防訓練の実施や、防火設備の現
地視察など、文化財の防火対策に引き続き取り組みます。 

教育局  住宅・
都市 

  

4 
文化財被害へ
の事前の取り
組み 

指定・登録文化財の現状変更手続きや修理、又は移動につい
て、手続き・相談等が必要であることを日頃より情報交換す
ることにより、災害時の対応が円滑に進むよう取り組みます。 

教育局  住宅・
都市 

  

5 
文化財の応急
修理等 

本市の被害だけでなく、様々な文化財被害の復旧について、
専門家の技術的指導を受けながら、文化財サポーター会との
連携によりレスキュー活動をおこなってきました。今後もこ
れまでの経験を活かし、応急処理等に取り組みます。 

教育局  住宅・
都市 

  

6 
文 化 財 の 保
存・活用推進 
(詳細 p.34) 

文化財の保存・活用を推進するため、仙台城跡の整備や文化
財史跡の整備に取り組みます。 

教育局  
住宅・
都市 

 

7 
無形民俗文化
財の保護 

民俗芸能保存団体が実施している後継者育成などの保持事業
に対する補助や地域活動を行っている団体等への様々な支援
により、引き続き後継者不足や地域コミュニティの衰退によ
る無形民俗文化財の喪失防止に取り組みます。 

教育局  住宅・
都市 
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8 
ふるさとの杜
再生プロジェ
クト 

海岸防災林や海岸公園、居久根など、かつて東部地域の風景
をなし、また復興の過程で新たに生じるみどりを「ふるさと
の杜」と位置付け、防潮・防砂・防風や生物多様性の保全、
地域の文化活動の受け皿などの機能を再生するため、復興の
シンボル事業として市民協働による保全・再生・創造に取り
組みます。 

建設局  環境 
公民
連携 

9 
みどりの歴史 
・文化的資源
の保全 

「杜の都・仙台」の歴史的・文化的な景観をつくる屋敷林(居
久根)や社寺林、歴史を刻み地域のランドマークとなる名木・
古木を未来に継承するため、法・条例制度により保全を図り
ます。 

建設局  環境   

 
 

8-4 事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
仙台市中小企
業融資制度特
別相談窓口 

復旧及び経営基盤の安定を図るための融資制度の運用や、市
内支援機関と連携した特別相談窓口の開設により被災した中
小企業の支援を行います。 

経済局 5-1 
産業
構造 

  

2 
復旧復興に必
要な用地の確
保 

発災時に円滑かつ迅速に応急仮設住宅建設に着手できるよ
う、プレハブ等の応急仮設住宅の建設候補地のリストを定期
的に更新します。廃棄物仮置場候補地について、今後も適宜
見直しを図ります。 

財政局 
環境局 
都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

3 
応急仮設住宅
の 迅 速 な 整
備・確保 

応急仮設住宅について、建設型、民間賃貸住宅の借り上げ型
のほか、公営住宅や国家公務員宿舎等の一時使用等も勘案し、
総合的に対応するため、宮城県とともに、建設事業者団体や、
不動産団体等の関係機関と、日頃からの連携や情報共有を図
ります。 

健康福
祉局 
都市整
備局 

 住宅・
都市 

  

4 
被災者支援基
礎情報システ
ム 

今後の災害を想定した被災者支援基礎情報システムを構築
し、り災証明書発行業務、仮設住宅入居管理業務、住宅の応
急修理受付業務、被災者生活支援金・災害義援金受付業務、
被災宅地危険度判定業務、被災者台帳作成業務等のシステム
化を行っており、今後の災害に備え定期的な操作研修や維持
管理を継続します。 

まちづ
くり政
策局 

 行政
機能 

  

5 
復興を支える
技術者等の確
保 

災害時に、地域に精通した技能労働者と重機等資機材を迅速
に確保し、迅速な復旧活動を行えるよう、災害時の応急措置
などの協力について関係団体との協定に基づく体制を構築し
ます。 

関係部
局 

8-2 
行政
機能 

  

6 地籍の整備 
地籍の整備等については、被災施設等の迅速な復旧復興に寄
与すると考えられることから、各分野の成果の活用等を含め
て検討の必要があります。 

関係部
局 

 土地
利用 

  

 
 

8-5 東日本大震災等の経験や教訓の発信、防災教育、啓発が生かされず、国内外で発生した災害により甚

大な被害の発生や復興が大幅に遅れる事態 

 

No. 事業等 対応方策 担当局区 再掲 
個別 

施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
世界の防災・
減災への貢献 

国連防災世界会議の開催都市として、仙台防災枠組の推進に
継続的に関与するとともに、海外からの視察受入や交流等に
より世界の防災文化への貢献を図ります。 

まちづ
くり政
策局 

 防災
教育 

リスク
コミュ

ニケー
ション 

2 
防災環境都市
づくり推進 

本市のブランド力の向上を図るため、フォーラム開催や国際
会議への参画等により、本市の防災・減災に関する取り組み
を国内外へ継続的に発信します。 
◆世界防災フォーラム等において、東日本大震災の経験と教
訓や防災・減災の取り組みを世界へ発信します。 
◆本市の多様な主体による防災・減災の取り組みを地域向け・
海外向けのホームページ等により発信します。 
◆防災に関わる多様な主体が学び・発信する機会を確保する
ため、市民参加型のフォーラム等を継続的に実施します。 
◆国内外の新たな大規模自然災害の状況を捉え、そこから得
る教訓なども踏まえ、市民や関係団体が連携しながら、地域、
ＮＰＯ、企業、大学等研究機関などの取り組みを発信し続け
ます。 

まちづ
くり政
策局 

 
防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 
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3 
震災復興メモ
リアル 

◆せんだい 3.11 メモリアル交流館運営 
東日本大震災を知り・学び、東部沿岸地域を回遊するための
玄関口として、震災の状況とともに同地域の被災前の暮らし
や魅力などを発信します。 
◆震災遺構運営 
震災遺構仙台市立荒浜小学校と震災遺構仙台市荒浜地区住宅
基礎の運営を通じて、津波の脅威を国内外に発信します。 
◆中心部震災メモリアル拠点整備 
東北・宮城の玄関口となる本市中心部における震災メモリア
ル拠点の整備に向けた検討を進めます。 

まちづ
くり政
策局 

 
防災
教育 

リスク

コミュ
ニケー
ション 

4 
防災知識の普
及 啓 発 ( 自 助
の促進)  

自助を促進するため、市民防災の日、防災週間、防災とボラ
ンティア週間等の様々な機会を活用し防災知識の普及啓発に
努めます。 
◆町内会等が参加する「防災シンポジウム・市民フォーラム」、
各種イベント等での「防災パネル展」、地域の防災訓練など
への地震体験車「ぐらら」の派遣、幅広い年齢層への啓発イ
ベント「せんだい防災のひろば」等による啓発を行います。 
◆防災・減災全般について、広く広報を行う『仙台市防災・
減災アドバイザー』の配置、地域や企業における防災活動を
紹介する「仙台防災ナビ」および同Ｆａｃｅｂｏｏｋページ
の開設などを行います。 
各種イベントや地域の防災訓練に参加しての啓発のほか、広
報紙、ＨＰやＹｏｕTｕｂｅを通じて災害時給水栓の利用方
法の周知に努めます。また、広報紙等による水の備蓄の啓発
に加え、イベント時等で水道局作成の給水袋を宣伝・配布し
ます。 
各市民センターにおいて地域の防災体制づくりを支援すると
ともに、震災を踏まえた講座、地域の防災・減災に資する講
座等を開催します。 

危機管
理局 
水道局 
教育局 

 防災
教育 

リスク

コミュ
ニケー
ション 

5 
ステークホル
ダーの育成 

「仙台防災枠組 2015-2030」の採択都市として、子どもから
高齢者まで、また女性・障害者なども含めた、多様な市民が
主体となる、しなやかで強靱な「防災環境都市・仙台」を目
指し、「私たちの仙台防災枠組講座シリーズ」を東北大学災
害科学国際研究所との共催で開催します。 

まちづ
くり政
策局 

 防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

6 

仙台市地域防
災リーダーと
連携した市民
への伝承と啓
発 

各地域で経験した災害の教訓を、地域の防災リーダーが地元
の子供達をはじめとする住民に、防災訓練や地域のイベント
で伝えることで災害を経験したことがない人達も、自分の地
域のこととして身近に考え備えることに繋げます。 

危機管
理局 

 防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

7 

３がつ 11 に
ちをわすれな
いためにセン
ター 

市民・専門家・スタッフの協働により、復旧復興のプロセス
を市民が独自に記録・発信し、収集した映像等をアーカイブ
として保存します。 

教育局  防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

8 
ＢＯＳＡＩ未
来プロジェク
ト 

震災の経験がない子どもたちや市民が増加し、震災の記憶の
風化が課題となる中、教育関係機関等と連携し、震災遺構等
を活用した事業の充実による経験と教訓、知見の伝承ととも
に、防災環境都市づくり、仙台防災枠組についての理解・浸
透を意識したひとづくりを推進します。 

まちづ
くり政
策局 

 防災
教育 

リスク
コミュ
ニケー

ション 

9 
仙台版防災教
育 

児童生徒に震災の教訓を伝え、記憶の風化を防ぎ、災害に関
する正しい知識や防災対応力を身に付けさせるために、副読
本や震災遺構荒浜小学校の効果的な活用など、今後も継続し
た取り組みを行います。 

教育局  防災
教育 

リスク
コミュ

ニケー
ション 
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３ 国土強靱化関連指標一覧 

  

 次の国土強靱化関連指標一覧について、各指標の推進状況を毎年度把握し、本市の強靱化に向けた事業

等を確実に推進します。 

№ 指標項目：基準値(年度)→目標値(年度) 担当局区 
関連リスク

シナリオ 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 住宅の耐震化率：96%(H30)→概ね解消(R7) 都市整備局 1-1 住宅・都市  

2 要緊急安全確認大規模建築物の耐震化率：93%(R1)→100%(R7) 都市整備局 1-1 住宅・都市  

3 住区基幹公園数：1,547(R2)→1,557(R7) 建設局 1-2 住宅・都市  

4 市街地の緑被率：R1(30.2%)を基準として維持及び向上 建設局 1-2 環境 
公民 
連携 

5 
10 年確率降雨対応雨水排水施設整備率： 
35.7%(R1)→37.8%(R7) 

建設局 1-4 住宅・都市  

6 
温室効果ガス排出量： 
911 万ｔ-CO2 (H25)→593 万ｔ-CO2 (R12) ※森林等による吸
収量を含む 

環境局 1-4 エネルギー 
公民 
連携 

7 
市役所におけるエネルギーの使用に伴う CO2 排出量： 
18.8 万ｔ-CO2 (H25)→14.3 万ｔ-CO2 (R7) 

環境局 1-4 エネルギー  

8 
雨水浸透や貯留機能を特に有する公園数： 
0 箇所(H30)→2 箇所 (R7) 

建設局 1-4 住宅・都市  

9 滑動崩落防止施設の点検回数：年 1 回 都市整備局 1-5 住宅・都市  

10 
道路法面の落石対策工事完了数： 
累計 35 箇所(R1)→累計 63 箇所(R5) 

建設局 

2-1 
2-2 
2-5 
5-3 

交通・物流  

11 橋りょうの耐震補強工事完了数：累計2橋(R1)→累計9橋(R5) 建設局 

2-1 
2-2 
2-5 
5-3 

交通・物流  

12 災害拠点病院連絡会議等への参加回数：年 2 回 健康福祉局 
2-3 
2-5 

保健医療・
福祉 

 

13 
帰宅困難者対応訓練：JR仙台駅周辺、JR長町駅周辺、地下鉄

泉中央駅周辺各地区年1回 
危機管理局 2-4 住宅・都市 

公民 
連携 

14 災害時医療連絡調整本部参集訓練：年 1 回 健康福祉局 2-5 
保健医療・

福祉 
 

15 
麻しん風しん第２期の定期予防接種実施率： 
93.0%(R1)→95.0%(R5) 

健康福祉局 2-6 
保健医療・

福祉 
 

16 
市立小中学校屋内運動場トイレ改修事業：既設の屋内運動場に
ひろびろトイレが整備されていない 141 校(H28)→14 校(R7) 

教育局 2-7 住宅・都市  

17 ＳＢＬの配置数について、今後も 600 人程度を維持 危機管理局 2-8 防災教育 
人材 
育成 

18 ＳＢＬ養成人数：890人(R1)→1,190人(R4) 危機管理局 2-8 防災教育 
人材 
育成 

19 女性ＳＢＬ人数：209人(R1)→300人(R4) 危機管理局 2-8 防災教育 
人材 
育成 

20 自主防犯団体への補助件数：毎年度 15 団体以上 市民局 3-1 行政機能  

21 庁内における防災実施計画の策定率 100%（R2）→100%（R7） 危機管理局 3-2 行政機能  

22 防災用ＩＰ無線の整備率 94%（R2）→ 100%（R7） 危機管理局 4-1 情報通信  

23 
近未来技術に関する実証実験の件数(延べ)： 
23 件(R1 まで)→55 件(R5 まで) 

まちづくり
政策局 

4-2 産業構造 
研究 
開発 

24 
事業継続力に係る各種セミナーへの参加企業数：17 社（H31）
→84 社（R5） 

経済局 
2-8 
5-1 

産業構造  
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25 仙台市危険物・高圧ガス事故防止連絡会の開催（年１回） 消防局 5-2 エネルギー  

26 
避難所等における備蓄食糧の整備率 100%(R2) → 100%
（R7） 

危機管理局 5-4 消防  

27 
創エネルギー導入促進助成制度による指定件数及び民間防災
拠点施設補助制度利用件数：5 件（R3-R7 まで） 

環境局 6-1 エネルギー 
研究 
開発 

28 水道管の耐震化率：30.3%(H30)→35.0%(R6) 水道局 6-2 住宅・都市  

29 浄水場の主要施設耐震化率：24.7%(H30)→49.4%(R6) 水道局 6-2 住宅・都市  

30 下水道の耐震化率(管路)：41.0%(R1)→49.0%(R7)  建設局 6-3 住宅・都市  

31 下水道の耐震化率(施設)：37.7%(R1)→57.4%(R7) 建設局 6-3 住宅・都市  

32 都市計画道路整備率：85.3％(Ｒ1)→86.1％(Ｒ5) 建設局 7-1 住宅・都市  

33 
農業用ため池(防災重点ため池)への水位監視カメラ整備率： 
0%(R1)→80%(R7) 

経済局 7-2 農林水産  

34 
毒劇物販売業者等への「毒物劇物危害防止規定」の策定に係る
指導達成率：0%(R 元)→100% (R7) 

健康福祉局 7-3 環境  

35 
鳥獣捕獲計画数：809 頭(R1)→900 頭(R5) ※被害防止計画は
R3.3 末に策定予定 

経済局 7-4 農林水産  

36 災害時の応援協力協定締結団体等との連絡調整・訓練：年 2 回 環境局 8-1 環境 
公民 
連携 

37 小地域福祉ネットワーク活動研修会開催数：年 6 回 健康福祉局 8-2 
保健医療・

福祉 
公民 
連携 

38 地域のボランティア育成講座開催数：年 6 講座 健康福祉局 8-2 
保健医療・

福祉 
公民 
連携 

39 文化財防火デーにおける防災訓練：年１回 教育局 8-3 住宅・都市  

40 海岸防災林に関する育樹会等のイベント開催数：年3回以上 建設局 8-3 環境  

41 防災フォーラム等への参加者数：3,500人(H30)→3,500人(R5) 
まちづくり

政策局 
8-5 防災教育 

リスクコ

ミュニケ

ーション 

42 
せんだい 3.11 メモリアル交流館の来館者数： 
55,900 人（H28-R1）→60,000 人(R5) 

まちづくり
政策局 

8-5 防災教育 
リスクコ

ミュニケ

ーション 

43 
震災遺構仙台市立荒浜小学校の来館者数： 
78,400 人（H29-R1）→80,000 人(R5) 

まちづくり
政策局 

8-5 防災教育 
リスクコ

ミュニケ

ーション 

44 
市民センターにおける震災を踏まえた講座、地域の防災・減災
に資する講座：全 57 館で実施(H30)→全 57 館で実施継続(R4) 

教育局 8-5 防災教育 
リスクコ

ミュニケ

ーション 
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４ 主な推進事業等一覧 

 

 国土強靱化を推進するため、国では各府省庁が実施する国土強靱化に関連する各種交付金・補助金を取

りまとめ、自治体等を対象に「国土強靱化地域計画に基づき実施される取組等に対する関係府省庁の支

援」を行っています。 

本市では、これらの交付金・補助金を活用しながら国土強靱化を推進していきますが、交付金・補助金

を活用する具体的な事業は、「２ リスクシナリオ毎の推進事業等一覧」に掲載したほか、以下のとおり、

各府省庁の支援ごとに活用する事業の詳細を示します。 

◆下記表の掲載内容 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

国の交付金・

補助金を活用

する国土強靱

化推進事業 

事業の具体的な箇所、エリア、工区など 
事業全体の
実施期間 

一般財源を
含めた事業
全体の事業
費 

事業の

実施主

体 

 

（１）内閣府の支援 

・「地方創生整備推進交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 津波避難広報の強化 危機管理局 
1-3(5 ページ) 

(再掲)4-2 
情報通信  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

津波避難広報

の強化 
東部沿岸部（蒲生干潟~深沼海岸） R2-R3 152 市 

 

（２）文部科学省の支援 

・「学校施設環境改善交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 
個別施設整備計画に基づく学校施設の適正な整備お
よび維持管理 

教育局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

2 指定避難所(学校グラウンド)の整備 教育局 1-2(3 ページ) 住宅・都市  

3 市立学校のトイレ洋式化およびひろびろトイレ設置 教育局 2-7(13 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

個別施設整備

計画に基づく

学校施設の適

正な整備およ

び維持管理 

四郎丸小学校(校舎)増改築 R2-R3 1,980 市 

七北田中学校(校舎)増改築 R3-R4 2,228 市 

六郷小学校他 5 校 大規模改造(老朽) R2-R3 3,742 市 

鶴巻小学校他 3 校 大規模改造(老朽) R3-R4 2,252 市 

四郎丸小学校他 1 校 単独調理場増改築 R2-R3 699 市 

四郎丸学校他 1 校 学校水泳プール増改築 R2-R3 501 市 
指定避難所（学
校グラウンド）
の整備 

大和小学校他 3 校 グラウンド整備 R3 589 市 

市立学校のト
イレ洋式化お
よびひろびろ
トイレ設置 

長命ケ丘小学校他 28 校 大規模改造(トイレ) R3 965 市 
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・「国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 文化財の保存・活用推進 教育局 8-3(28 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

文化財の保存・

活用推進 

仙台城跡整備推進 R3 39 市 

文化財史跡整備推進 R3 307 市 

 

（３）厚生労働省の支援 

・「次世代育成支援対策施設整備交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 児童館の老朽化対策推進 子供未来局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

児童館の老朽

化対策推進 

仙台市将監児童センター新増改築 H30-R3 204 市 

仙台市鶴が丘児童センター大規模改修 R1-R3 70 市 

仙台市水の森児童館大規模改修 R1-R3 44 市 

仙台市東中田児童館大規模改修 R1-R3 123 市 

仙台市沖野児童館大規模改修 R2-R4 68 市 

仙台市根白石児童館大規模改修 R2-R3 63 市 

仙台市七北田児童センター大規模改修 R2-R3 84 市 

 

・「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 高齢者施設のブロック塀改修整備補助 健康福祉局 1-1(3 ページ) 住宅・都市  

2 
高齢者施設、障害者グループホームへのスプリンク
ラー設備等整備補助 

健康福祉局 1-2(3 ページ) 
保健医療・

福祉 
公民 
連携 

3 高齢者施設の防災改修等補助 健康福祉局 1-5(8 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

高齢者施設の
ブロック塀改
修整備補助 

申請高齢者施設(5 カ所想定)補助 R3 6 市 

高齢者施設、障
害者グループ
ホームへのス
プリンクラー
設備等整備補
助 

申請高齢者施設(15 カ所想定)補助 R3 24 市 

高齢者施設の
防災改修等補
助 

申請高齢者施設(4 カ所想定)補助 R3 38 市 

 

・「保育所等整備交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 私立保育所施設整備補助 子供未来局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

私立保育所施

設整備補助 

私立認可保育所整備補助（新規創設等） R3 733 市 

私立認可保育所整備補助（公立保育所民営化） R3-R4 249 市 
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（４）農林水産省の支援 

・「農村地域防災減災事業費補助」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 新たな防災重点ため池の対策 経済局 7-2(24 ページ) 農林水産  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

新たな防災重
点ため池の対
策 

ため池監視システム整備(愛子ため池他 56 箇所程度) R1-R3 127 市 

 

・「農業水利施設保全管理整備交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 農業用ため池の耐震化 経済局 7-2(25 ページ) 農林水産 
老朽化
対策 

2 農業用施設等の長寿命化 経済局 7-4(26 ページ) 農林水産 
老朽化
対策 

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

農業用ため池
の耐震化 

農地防災事業調査設計(月山池・斉勝沼地区) R1-R3 38.8 宮城県 

農地防災事業調査設計(住吉台地区) R2-R3 28.4 宮城県 
農業用施設等
の長寿命化 農業用水路等長寿命化・防災減災事業(根白石大堰水路) R1-R3 59 市 

 

・「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 中央卸売市場施設整備 経済局 5-4(20 ページ) 農林水産  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

中央卸売市場
施設整備 食肉市場汚水処理施設改築工事 H30-R3 1,802 市 

 

・「鳥獣被害防止総合対策交付金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 鳥獣被害防止対策 経済局 7-4(26 ページ) 農林水産  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

鳥獣被害防止
対策 被害防止活動の推進(有害捕獲等) 市内全域 R3    10 

市・農作物
有 害 鳥 獣
対 策 協 議
会 

 

（５）国土交通省の支援 

・「防災安全交付金」及び「社会資本整備総合交付金」のうち住宅・建築物安全ストック形成事業等、「住

宅市街地総合整備促進事業費補助」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 耐震診断の啓発 都市整備局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

2 戸建木造住宅、木造共同住宅の耐震化促進 都市整備局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

3 民間大規模建築物耐震化促進 都市整備局 1-1(2 ページ) 住宅・都市   



36 

 

4 ブロック塀等除去促進 都市整備局 
1-1(3 ページ) 

(再掲)7-1 
住宅・都市   

5 緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進 都市整備局 
2-1(9 ページ) 

(再掲)7-1 
交通・物流   

6 分譲マンションの耐震化促進 都市整備局 1-1(2 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

耐震診断の啓

発 

住宅等耐震化促進・耐震診断・耐震改修工事補助 R2-R6 1,285 市 戸建木造住宅、

木造共同住宅

の耐震化促進 

民間大規模建

築物耐震化促

進 

大規模建築物耐震診断・耐震改修工事補助等 R2-R6 274 市 

ブロック塀等
除去促進 

ブロック塀等除却補助事業（調査・除却） R2-R6 422 市 

緊急輸送道路

沿道建築物耐

震化促進 

緊急輸送道路沿道建築物耐震診断 R2-R6 23 市 

分譲マンショ

ンの耐震化促

進 

分譲マンション耐震診断・耐震改修工事補助等 R2-R6 83 市 

 

・「防災安全交付金」及び「社会資本整備総合交付金」のうち道路事業、「道路事業費補助」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 除雪体制の確保 建設局 
1-4(6 ページ) 

(再掲)2-2,2-5,5-3 
交通・物流  

2 大雪・豪雪対策 
危機管理局 

建設局 
1-4(6 ページ) 交通・物流  

3 路面下空洞対策 建設局 
2-1(9 ページ) 

(再掲)7-1 
交通・物流   

4 無電柱化推進 建設局 
2-1(9 ページ) 

(再掲)2-5,5-3,7-1 
交通・物流   

5 道路新設改良 建設局 
2-1(9 ページ) 
(再掲)2-5,5-3 

交通・物流   

6 橋りょう震災対策 建設局 
2-1(10 ぺージ) 
(再掲)2-5,5-3 

交通・物流   

7 道路施設長寿命化修繕 建設局 
2-1(10 ページ) 
(再掲)2-5,5-3 

交通・物流 
老朽化
対策 

8 道路防災対策 建設局 
2-1(10 ページ) 
(再掲)2-5,5-3 

交通・物流   

9 交通ネットワークの整備 建設局 
2-1(10 ページ) 

(再掲)2-5,5-3,7-1 
交通・物流  

10 災害による孤立回避のための道路整備 建設局 2-2(10 ページ) 交通・物流  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

除雪体制の確

保 

除雪・凍結防止作業業務 R2-R6 4,979 市 

冬道パトロール業務 R2-R6 150 市 

除雪・凍結防止事業気象予測業務 R2-R6 20 市 

道路パトロール業務 R2-R6 135 市 

凍結防止剤備蓄タンク等管理業務 R2-R6 27 市 

除雪・凍結防止作業路線 GIS データ更新業務 R2-R6 3 市 

凍結防止剤備蓄タンク交換 R2-R6 304 市 

除雪機械等購入 R2-R6 195 市 

大雪・豪雪対策 冬道管理業務 R2-R6 57 市 

路面情報提供業務 R2-R6 5 市 
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冬道情報提供業務 R2-R6 18 市 

路面下空洞対

策 

青葉区管内 H28-R3 164 市 

宮城野区管内 H29-R3 78 市 

泉区管内 H28-R3 35 市 

無電柱化推進 仙台泉線外 1 線(無電柱化) R2-R6 1,097 市 

東八番丁小田原(その 1)線外 2 線(仙台駅東口) R2-R7 1,096 市 

青葉山線(芭蕉の辻) R2-R7 521 市 

道路新設改良 向山 1 号線(鹿落坂橋) R1-R3 52 市 

仙台村田線(茂庭) R3-R8 120 市 

交通事故統合データベース作成業務 R2-R7 78 市 

生活道路安全対策(錦町上杉) R3-R3 2 市 

案内誘導サイン整備(仙台駅前) R1-R3 41 市 

457 号（湯船沢） H21-R3 451 市 

泉塩釜線(野村西) H29-R7 658 市 

泉塩釜線(実沢) H11-R5 438 市 

南宮北福室線(福室) H25-R4 1,422 市 

南町通１号線(仙台駅西口駅前広場再整備) H23-R3 5,058 市 

岩切駅自由通路線 H26-R3 2,703 市 

愛子停車場線(駅前広場) R1-R4 380 市 

南小泉茂庭線(南小泉) R3-R4 5 市 

仙台山寺線(舟木南) H27-R5 772 市 

川内旗立線(ひより台) H13-R3 4,482 市 

川内旗立線(動物公園駅周辺整備) H17-R4 6,173 市 

茶屋町山屋敷線(八幡五丁目) H16-R4 427 市 

小松島１号線(小松島新堤) H26-R4 203 市 

北六番丁線(旧農学部前) R3-R5 56 市 

荒巻泉線(荒巻本沢) H27-R4 31 市 

宮町中江線(中江) R3-R3 30 市 

北一番丁 1 号線 (春日町) H28-R5 402 市 

北二番丁線(木町通) R1-R5 210 市 

霊屋下丁線外 3 線(霊屋下) H29-R4 191 市 

筋違橋通線外 1 線 R3-R4 25 市 

案内誘導サイン整備(北仙台) R1-R3 34 市 

亀岡道線(川内亀岡) R3-R4 33 市 

愛子 1 号線(愛子東) H17-R9 436 市 

愛子赤坂線(愛子) H18-R9 1,504 市 

落合栗生線(落合橋) R1-R5 271 市 

綱木半子町線(権現森) R2-R3 5 市 

東菖蒲沢幹線外３線(鶴ヶ谷東) H20-R3 220 市 

鍋沼線外１線(蒲生) H20-R3 530 市 

鍋沼線外 1 線 (岡田蒲生) R3-R5 527 市 

中野寺前北上線(中野神明) R2-R6 260 市 

福田町保育所前 2 号線 H20-R6 380 市 

第三高等学校前線外 1 線 R3-R7 104 市 

扇町 11 号線外１線(扇町三丁目) R3-R3 15 市 

盆谷地砂山線(盆谷地砂山線 1 号橋) R2-R6 170 市 

堀切線(岡田) R1-R3 62 市 

宮城野三丁目 1 号線(宮城野三丁目) R3-R3 6 市 

福室中野 2 号線(福室四丁目) R2-R3 23 市 

燕沢小鶴線(安行寺橋) H27-R5 318 市 

霞の目沖野線(霞目二丁目) H18-R4 29 市 

中学校前長屋敷線(三本塚) H27-R6 135 市 

長喜城霞目線(荒井２) H26-R5 539 市 

長喜城霞目線(荒井 3) R1-R5 183 市 

宮前線(長喜城) H27-R3 270 市 

霞目飛行場北線(霞目一丁目) R1-R5 541 市 

古城若林線(古城二丁目) R3-R4 36 市 

仙台塩釜線(白山工業団地入口交差点) R3-R3 13 市 
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荒浜原町線(卸町二丁目交差点) R3-R3 14 市 

烏宮前街道１号線外１線(中田七丁目) H20-R5 569 市 

郡山諏訪籠ノ瀬線(郡山八丁目) H4-R4 364 市 

向山１号線(向山四丁目) H26-R8 608 市 

富沢西幹線 1 号線(熊野宮橋) H26-R5 649 市 

長町 3 号線外 1 線 H28-R5 283 市 

田中線(山田上ノ台町) H29-R5 77 市 

上の山北通線(上野山一丁目) R3-R5 76 市 

袋原落合線 R3-R4 26 市 

中田落合街道 2 号線 R3-R4 57 市 

青山一丁目 11 号線 R2-R3 5 市 

上の山線 R1-R3 7 市 

西中田一丁目５号線 R3-R3 2 市 

東中田一丁目１号線 R3-R3 3 市 

上河原街道線(稲荷) R3-R3 3 市 

長町南四丁目 1 号線 R1-R3 18 市 

長町駅東口線(長町駅前広場(東口)) R2-R3 63 市 

緑ヶ丘四丁目 11 号線(緑ヶ丘四丁目) R3-R3 16 市 

四郎丸昭和北 1 号線(四郎丸昭和北） R3-R3 6 市 

相ノ原大貝上線 R3-R4 17 市 

長町南三丁目 19 号線(長町南三丁目) R3-R3 2 市 

仙台南道路側道 3 号線(大野田三丁目) R3-R3 16 市 

鹿野人来田線(西多賀四丁目) R3-R4 8 市 

青葉苑 3 号線(大塒） R3-R3 6 市 

袋原市場前線(袋原五丁目） R3-R3 13 市 

大塒町 7 号線(芦の口) R3-R3 4 市 

仙台山寺線(浜井場) H24-R5 185 市 

南前町線(2 工区) H9-R5 1,599 市 

駕籠沢日野線 H19-R4 276 市 

念仏線外 2 線(八乙女中央三丁目) H18-R3 48 市 

広畑 2 号線(実沢) R1-R4 18 市 

東原尻玉幹線(古屋敷橋) H24-R4 1,436 市 

長命ケ丘幹線３号線 R1-R6 276 市 

加茂幹線１号線 R1-R4 150 市 

将監幹線 7 号線(将監) R3-R8 197 市 

加茂 33 号線 R3-R3 11 市 

栄幹線 5 号線外 1 線(栄四丁目) R3-R13 360 市 

南光台 121 号線(南光台七丁目) R3-R5 49 市 

駅前通線外 R3-R4 78 市 

橋りょう震災

対策 

境野湯元線(羽山橋) H30-R4 146 市 

舘国久線(国久橋) H30-R3 28 市 

北山実沢(その 3)線(新早坂下橋) H29-R6 585 市 

457 号(新塩沢橋) H29-R6 489 市 

塩釜亘理線(高砂橋) H30-R7 841 市 

赤生津幹線(赤生津大橋) R1-R6 407 市 

仙台塩釜線(高砂大橋(下)) H25-R6 731 市 

仙台館腰線(太白大橋) H24-R6 1,686 市 

定義仙台線(新天狗橋) R3-R5 110 市 

浦田川原幹線(八乙女橋) R3-R5 66 市 

台の原街道線(梅田橋) H30-R3 5 市 

台の原街道線(梅田橋側道橋) H30-R3 2 市 

仲の瀬橋線(仲の瀬橋(連絡通路)) H30-R3 16 市 

片平五橋通線(片平丁小学校前歩道橋) R1-R3 11 市 

森下下河原線(陸前落合駅歩道橋) R1-R4 14 市 

286 号(鹿野公園前歩道橋) H30-R3 11 市 

道路施設長寿

命化修繕 

＜橋りょう＞    

橋梁点検 R1-R5 984 市 

橋梁長寿命化計画見直し R3-R3 10 市 
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境野湯元線(羽山橋) H30-R4 135 市 

舘国久線(国久橋) H30-R3 111 市 

457 号(新塩沢橋) H29-R6 376 市 

六丁目陸橋線(六丁目橋) H30-R3 56 市 

仙台館腰線(太白大橋) H24-R6 598 市 

仙台亘理自転車道線(藤塚自転車橋) H30-R4 108 市 

仙台北環状線(新生瀬橋) H30-R6 950 市 

大倉中線(大倉大橋) H30-R5 526 市 

286 号(名取 2 号橋(上流側）） H29-R3 151 市 

北山実沢(その 3)線(新早坂下橋) H29-R6 621 市 

泉塩釜線(第二天皇橋側道橋) R3-R5 65 市 

除 1 号線(新秋保橋) R3-R5 90 市 

定義仙台線(新天狗橋) R3-R5 109 市 

荒浜原町線(深沼橋側道橋) R3-R5 65 市 

浦田川原幹線(八乙女橋) R3-R5 98 市 

仙台泉線(高柳 1 号橋) R3-R5 58 市 

仙台山寺線(鰍滝橋) R3-R5 60 市 

台の原街道線(梅田橋) H30-R3 35 市 

台の原街道線(梅田橋側道橋) H30-R3 28 市 

仲の瀬橋線(仲の瀬橋(連絡通路)) H30-R3 175 市 

覚性院町線(石切橋) H30-R3 28 市 

鶴ヶ谷荒巻青葉山(その 2)線(鶴ヶ谷荒巻青葉山線 2 号橋) R3-R5 14 市 

宮町中江線(宝蔵院橋) R3-R5 20 市 

上杉山通小松島線(宝蔵院上橋) R3-R5 14 市 

サイカチ沼線(仲芝橋) R1-R5 235 市 

サイカチ沼線(宮下橋) R1-R6 235 市 

芋沢横向山塩野沢線(塩ノ沢橋) R1-R3 35 市 

新田鶴ケ谷六丁目線(新田東大橋) R2-R3 39 市 

今市福田線(宮城野大橋) H24-R4 221 市 

仙台塩釜線(高砂 1 号横断道) R3-R5 29 市 

仙台塩釜線(高砂 2 号横断道) R3-R5 24 市 

仙台松島線(燕沢歩行者横断道) R3-R5 14 市 

門暮五郎屋敷線(門暮五郎屋敷線１号橋) R1-R3 63 市 

土樋南丁線(聖願寺橋) R3-R3 7 市 

古城若林線(松原上 3 号橋) R1-R3 9 市 

南田中線(南田中 2 号橋) R1-R3 10 市 

286 号(萱野橋) H29-R3 42 市 

仙台館腰線(野添橋) R1-R4 85 市 

小原線(小原橋) H30-R3 7 市 

根岸通線(越路橋) R3-R5 25 市 

仙台山寺線(本小屋橋) R1-R4 25 市 

境野板颪線(杉沢橋) R1-R3 35 市 

457 号(阿弥陀橋) R3-R5 14 市 

摩賀院山諏訪北線(摩賀院山諏訪北 1 号橋) R3-R5 14 市 

仙台泉線(七北田公園橋) H30-R3 34 市 

南光台幹線 10 号線(南光台 3 号橋) H30-R3 35 市 

南光台幹線 10 号線(南光台 2 号橋) H30-R3 24 市 

天神沢台谷地線(加籃橋) R3-R5 15 市 

泉塩釜線(栗木橋) R3-R5 15 市 

泉塩釜線(第二天皇橋) R3-R5 26 市 

＜歩道橋＞    

横断歩道橋点検 R1-R5 204 市 

片平五橋通線(片平丁小学校前歩道橋) R1-R3 124 市 

森下下河原線(陸前落合駅歩道橋) R1-R4 341 市 

仙台松島線(日向歩道橋) R3-R4 32 市 

286 号(鹿野公園前歩道橋) H30-R3 121 市 

286 号(西多賀歩道橋) R3-R4 55 市 

＜ペデストリアンデッキ＞    
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ペデストリアンデッキ点検 R1-R5 100 市 

駅前通線外(仙台駅西口ペデストリアンデッキ) H30-R4 734 市 

泉中央歩行者専用道路 1 号線(泉中央駅ペデストリアンデッキ） R1-R4 412 市 

＜ボックスカルバート＞    

ボックスカルバート点検 R1-R5 57 市 

大衡仙台線(宮城学院女子大前歩行者横断道) R1-R3 37 市 

荒巻道線(仙山線北山横断道) R2-R3 13 市 

台原南小泉(その４)線(旭ヶ丘歩行者横断道) R3-R4 54 市 

名掛丁１号線(名掛丁地下歩道) R3-R4 10 市 

仙台松島線(国道 4 号バイパス歩行者横断道) R3-R3 2 市 

南小泉茂庭線(貨物線南小泉横断道) R3-R3 6 市 

仙台村田線(峰山横断道) H30-R3 20 市 

仙台山寺線(馬引坂ボックス) R1-R3 48 市 

赤石樽道線(赤石樽道線 1 号ボックス) R3-R3 10 市 

286 号(馬尾沢ボックス) R3-R5 15 市 

加沢馬淵線(芋生沢 1 号ボックス) R3-R5 6 市 

泉ヶ丘熊ヶ根線(泉ヶ丘横断道(車道)) R1-R4 30 市 

泉ヶ丘熊ヶ根線(泉ヶ丘横断道(歩道)) R1-R4 24 市 

荒巻大和町線(荒巻大和町線横断道) R3-R5 14 市 

藤沢長坂線(大森ボックス) R3-R5 9 市 

藤沢長坂線(青木平 2 号ボックス) R3-R5 14 市 

＜トンネル＞    

トンネル点検 R1-R5 60 市 

＜シェッド・シェルター＞    

泉ヶ岳公園線(泉ヶ岳スノーシェルター) H29-R5 641 市 

＜共同溝＞    

共同溝点検 R1-R5 77 市 

共同溝躯体修繕 R3-R6 280 市 

＜標識・情報板＞    

標識・情報板点検 R1-R5 44 市 

案内標識・道路情報板長寿命化修繕計画見直し R3-R3 2 市 

仙台泉線外(標識・情報板補修） H30-R3 27 市 

457 号外(標識・情報板補修) R1-R3 16 市 

福室中野 2 号線外(標識・情報板補修) H30-R4 44 市 

土樋藤塚(その 1 線)外(標識・情報板補修) R3-R3 5 市 

仙台泉線外 R3-R3 18 市 

＜照明灯＞    

照明灯点検 R1-R5 134 市 

桜ヶ丘二丁目 7 号線外(照明灯補修) R2-R3 22 市 

仙台松島線外(照明灯補修) H30-R6 53 市 

山田旗立線外(照明灯補修) R1-R5 54 市 

泉ヶ丘 23 号線外 H30-R3 117 市 

＜舗装＞    

青葉通線(大町) H28-R4 358 市 

中山幹線１号線(中山) R2-R3 100 市 

大衡仙台線(桜ヶ丘) R1-R6 202 市 

荒巻根白石(その１)線(川平四丁目) R1-R3 59 市 

旭ヶ丘幹線 3 号線(旭ヶ丘二丁目) R3-R3 39 市 

西公園通線(大手町) R3-R3 39 市 

仙台北環状線(葛岡) H22-R8 290 市 

４５７号(綱木) H22-R11 343 市 

４５７号(落合五丁目) H29-R8 213 市 

泉ヶ丘熊ヶ根線(下窪) R1-R8 155 市 

四反田前高野原線(四反田) R3-R11 387 市 

吉成伊勢幹線 7 号線(国見ケ丘五丁目) R1-R11 199 市 

国見ケ丘中央線(国見ケ丘一丁目) H24-R6 124 市 

落合停車場線(栗生） R3-R6 100 市 

南吉成幹線１号線(南吉成四丁目) R3-R3 12 市 
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仙台塩釜線(中野(上り)) H29-R3 126 市 

仙台塩釜線(中野(下り)) H29-R3 132 市 

今市福田線(田子) H28-R6 330 市 

元寺小路福室（その 1）線(南目館) R2-R5 240 市 

東仙台泉(その 2)線(鶴ヶ谷) H28-R6 241 市 

仙台松島線(岩切) H26-R5 326 市 

仙台松島線(東仙台) R3-R6 160 市 

六丁目苦竹(その 2)線 R3-R6 150 市 

日の出町 3 号線 R3-R5 100 市 

扇町 7 号線 R3-R5 123 市 

南宮北福室(その 1 線) R3-R5 90 市 

原町岡田(その 2)線(卸町東) H24-R6 267 市 

荒井荒町線(かすみ町) R2-R3 43 市 

三橋日辺線(日辺) R1-R4 78 市 

仙台塩釜線(六丁の目) R1-R9 379 市 

狐小路尼寺(その 1)線(大和町) R3-R5 96 市 

原町東部第三幹線 8 号線(卸町東五丁目) R3-R4 50 市 

荒浜原町線(荒井) H30-R3 68 市 

舘東荒田線(下飯田) R3-R5 99 市 

日本平 8 号線外 1 線(日本平) H30-R17 222 市 

仙台山寺線(茂庭) H26-R4 173 市 

286 号(茂庭) R2-R6 55 市 

仙台村田線(坪沼南) R1-R9 274 市 

仙台岩沼線(柳生) R1-R5 113 市 

286 号(根岸町) H26-R5 225 市 

八木山線(八木山) H28-R4 86 市 

長町畑塒線(緑ヶ丘) H29-R5 112 市 

長町北矢流線(鹿野) R1-R3 48 市 

仙台村田線(茂庭台) R3-R7 136 市 

日本平中央線(羽黒台) H30-R3 41 市 

中田袋原線(東中田) R3-R6 80 市 

元寺小路郡山線(郡山) R1-R8 108 市 

長町八木山(その 2)線(泉崎二丁目) R1-R4 41 市 

仙台山寺線(長袋中原) H29-R3 105 市 

仙台山寺線(町北) H30-R6 160 市 

仙台山寺線(野尻町北) H30-R3 70 市 

仙台山寺線(賀澤) R1-R3 51 市 

仙台山寺線(大滝) R1-R3 64 市 

４５７号(福岡) H21-R6 426 市 

４５７号(朴沢) H21-R6 279 市 

泉ヶ丘熊ヶ根線(七北田) H21-R17 1,095 市 

大衡仙台線(明通) H24-R4 234 市 

長命ヶ丘幹線２号線(長命ヶ丘) R2-R3 29 市 

八乙女早坂下幹線(道祖神) R2-R5 60 市 

七北田実沢線(寺岡) H21-R4 162 市 

寺岡幹線４号線(寺岡) R1-R3 52 市 

泉ヶ岳公園線(川崎) R2-R5 60 市 

仙台北環状線(上谷刈) R1-R17 1,358 市 

仙台北環状線(長命ヶ丘) R3-R12 1,345 市 

七北田実沢線(将監) R3-R6 167 市 

大沢三丁目 1 号線(大沢) R1-R4 55 市 

泉塩釜線(実沢) R3-R7 225 市 

加茂幹線 2 号線(加茂) R3-R8 200 市 

泉ヶ丘熊ヶ根線(牛場) R3-R5 48 市 

大平線(岳山) R3-R5 45 市 

地下構造物点検 R1-R5 66 市 

道路防災対策 防災点検(定義仙台線外) R1-R5 15 市 

定義仙台線(夜盗沢その３) R1-R3 36 市 
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定義仙台線(夜盗沢その４) R2-R3 90 市 

赤生木畑前線(上愛子) R3-R5 38 市 

定義仙台線(夜盗沢その 5) R2-R3 38 市 

定義仙台線(畑前北その 1) R3-R5 38 市 

定義仙台線(畑前北その 2) R3-R5 38 市 

定義仙台線(畑前北その 3) R3-R5 38 市 

定義仙台線(夜盗沢その 6) R3-R4 38 市 

定義仙台線(夜盗沢その 2) R1-R3 26 市 

青麻線 R3-R5 40 市 

仙台塩釜線(高砂) R3-R5 30 市 

長町門前町線(萩ケ丘) H29-R3 44 市 

仙台山寺線(鷹ノ巣) H30-R12 89 市 

仙台山寺線(鷹ノ巣) H16-R12 57 市 

舘国久線(亀ヶ森山) R3-R5 28 市 

上の原森安線(西向) R3-R5 38 市 

北向線(北向) R1-R3 22 市 

杉ノ崎蒜但木線(3 工区) R3-R5 41 市 

杉ノ崎線(下蒜) R3-R5 30 市 

交通ネットワ

ークの整備 

泉 PA ｽﾏｰﾄ IC 道路案内標識 H30-R3 21 市 

泉塩釜線(野村) H16-R6 1,332 市 

今市福田線(高江) H27-R4 4,000 市 

仙台松島線(大梶) H20-R4 350 市 

286 号(南赤石) H28-R10 4,766 市 

宮沢根白石線外 1 線(浦田) H14-R3 10,110 市 

元寺小路福室線外 1 線(五輪) H14-R5 15,885 市 

宮沢根白石線(南鍛冶町) H8-R4 13,567 市 

宮沢根白石線(南鍛冶町第 2 工区) R3-R3 90 市 

宮沢根白石線外 1 線(舟丁) H27-R3 3,279 市 

南小泉茂庭線外 1 線(宮沢橋) H29-R6 9,202 市 

郡山折立線(大野田) H21-R7 5,498 市 

長町八木山線(土手内) H2-R4 5,622 市 

長町八木山線(西の平) H9-R3 4,932 市 

災害による孤
立回避のため
の道路整備 

高畑定義線(高畑第 1 工区) H26-R6 1,280 市 

高畑定義線(高畑第 2 工区) H26-R5 2,227 市 

高畑定義線(高畑第 3 工区) H26-R6 1,273 市 

赤坂明神線外 3 線(赤坂) H27-R5 1,407 市 

向田団地線(向田) R1-R5 551 市 

高畑定義線(定義) R1-R8 2,000 市 

町東古屋敷線(新馬橋) H28-R5 1,088 市 

宝積寺前坂線外１線 R3-R6 37 市 

 

・「防災安全交付金」のうち河川事業 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 河川改修 建設局 1-4(6 ページ) 地域保全  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

河川改修 都市基盤河川高野川 S48-R14 8,530 市 

準用河川谷地堀 H11-R21 2,310 市 

準用河川堀切川 H1-R21 1,420 市 
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・「防災安全交付金」のうち下水道事業、「下水道防災事業費補助」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 浸水対策 建設局 1-4(6 ページ) 住宅・都市  

2 下水道地震対策 建設局 6-3(22 ページ) 住宅・都市  

3 浄化センター・ポンプ場改築 建設局 6-3(22 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 
(年度) 

全体事業費 
(百万円) 

実施 
主体 

浸水対策 仙台駅西口地区 R3-R7 8,851 市 

西原雨水ポンプ場他 R3-R11 30,775 市 

下水道地震対

策 

落合雨水ポンプ場他 R3-R7 2,342 市 

第３南蒲生幹線・広瀬川浄化センター・上谷刈浄化センター他 R3-R7 2,724 市 

合流式下水道区域下水道施設 R3-R7 6,097 市 

浄化センター・
ポンプ場改築 

落合雨水ポンプ場・新田東雨水ポンプ場他 R3-R7 1,858 市 

南蒲生浄化センター・広瀬川浄化センター他 R3-R7 19,643 市 

郡山ポンプ場・梅田川第 1 ポンプ場他 R3-R7 1,003 市 

 

・「防災安全交付金」のうち公園事業 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 避難空間（都市公園等）の確保 建設局 1-2(3 ページ) 住宅・都市  

2 グリーンインフラを活用した公園整備 建設局 1-4(7 ページ) 住宅・都市  

3 帰宅支援となる公園整備 建設局 2-4(11 ページ) 住宅・都市  

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

避難空間（都市

公園等）の確保 

仙台市安全で安心な都市公園づくり（防災・安全） 

台原公園等 
R3-R7 1,585 市 

仙台市広域防災公園等事業（防災・安全） 

海岸公園等 
H29-R3 6,093 市 

グリーンイン

フラを活用し

た公園整備 

仙台市グリーンインフラ整備の推進（都心部）（防災・安全） 

上杉公園等 
R2-R6 136 市 

仙台市グリーンインフラ整備の推進（市街地周縁部）（防災・安

全）将監ふれあい公園等 
R2-R6 585 市 

帰宅支援とな

る公園整備 

仙台市災害に強い防災安全まちづくり（防災・安全） 

仙台駅東３号公園等 
H30-R4 665 市 

 

・「都市安全確保促進事業費補助金」 

№ 事業名等 担当局区 
関連リスクシナリオ 

(概要掲載ページ) 
個別施策分野 

横断的 

施策分野 

1 帰宅困難者対策 危機管理局 2-4(11 ページ) 住宅・都市 
公民連

携 

 

事業名等 箇所名等 
事業期間 

(年度) 
全体事業費

(百万円) 
実施 
主体 

帰宅困難者対

策 
仙台駅周辺における実動訓練(仙台駅西・一番町地域) R3 2 市 
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